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令和元年度 

沖縄市居宅介護支援事業者等集団指導資料 

（居宅介護支援・介護予防支援・小規模多機能型居宅介護） 

日時：令和元年１０月２５日（金）14：00～16：00 

場所：沖縄市産業交流センター（沖縄市泡瀬１丁目１１番２５号） 

 

沖縄市健康福祉部介護保険課 管理係 

電話 939-1212（内線3098・3168） 
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１ 指定更新申請の手続きについて 

 

指定居宅介護支援事業所について、６年ごとに指定の更新が必要となります。 

指定の更新を行わない場合、指定の有効期間の満了に伴い、指定の効力を失い、介護保険給付の

代理受領ができなくなりますのでご注意ください。市では、指定更新申請書等を提出いただいた後、

更新の可否を審査し、結果を事業者に通知します（添付資料１参照）。 

 

（1） 提出期限 

 

提出期限は事業開始（指定更新）日の前々月の末日までです。必要な書類を添付して申請してく

ださい。（申請書類等については、沖縄市ホームページを参照） 

 

※指定更新時期が近づいても、沖縄市からの通知等はありません。失念等により更新申請がない

場合は、有効期間の満了をもって指定は失効となります。各自指定有効期間を確認の上（添付

資料 2 参照）、指定の更新を希望する事業所は、提出期限内に申請書類をそろえて提出してく

ださい。 

※指定更新を希望しない場合は、廃止届を提出してください。 

※申請書や提出書類等は、法改正等に伴い随時変更する可能性がありますので、確認の上、沖縄

市ホームページより最新の書式を使用してください。 

 

 ＜沖縄市ホームページ＞ 

 暮らしの情報→高齢者・介護→介護保険事業者向け情報→「居宅介護支援の指定（更新）申請等

について」または「地域密着型サービス等の指定（更新）申請関係」 

 

（2） 申請書類の提出方法 

 

申請書類一式をＡ４ファイルに綴じて、介護保険課 管理係（沖縄市役所１階）にて提出してく

ださい。 

 

（3） 申請書等の審査 

 

申請書を受け付けてから、「沖縄市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例」で定められた基準等を満たしているか審査を行います。申請書に記入漏れや記入誤り

があると正確な審査ができませんので、正しく記入されているか事前に十分確認してください。 
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２ 指定内容の変更・休止・廃止届出 

 

（1） 変更届について 

 

下記の事項に変更があった場合は、その旨を１０日以内（一部を除く）に『変更届出書』を提出

してください。（添付資料3参照） 

 

※変更届が必要となる事項 

ア 事業所の名称及び所在地（注１） 

イ 申請者の名称及び主たる事務所の所在地・代表者氏名、住所、職名 

ウ 登記事項証明書又は条例等 

エ 事業所の平面図 

オ 事業所の管理者の氏名、住所 

カ 運営規定 

キ 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 等 

 

（注１） 

事業所の所在地を移転する場合は、基準適合に係る審査に時間を要するため、変更を適用する前月

の１５日までに変更届の提出をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 廃止・休止届について 

 

事業所が当該事業を廃止・休止しようとするときは、その廃止・休止する日の１月前までに、廃

止・休止しようとする年月日、廃止・休止しようとする理由、現にサービスを受けている者に対す

る措置などを届け出る必要があります。 

また、休止中の事業所を再開する場合には、『再開届出書』の提出が必要になります。 

 

※届出等の様式は、沖縄市ホームページを参照 

 

＜沖縄市ホームページ＞ 

 暮らしの情報→高齢者・介護→介護保険事業者向け情報→「変更・廃止・休止・再開に係る届出

について」 

※変更届出書提出時の注意事項 

・「変更の内容」については、変更前、後の変更事項を、簡潔明瞭に記載すること。 

・変更届出書は、沖縄市の様式を使用すること。付表は、該当するサービス種別の様式を使

用すること。 

・届出者は、法人の住所、名称、代表者氏名を記載すること（事業所の住所、名称、管理者

名を記載しない）。 

・添付書類については、ホームページを確認の上、添付もれがないようにすること。 

・添付書類に資格者証等のコピーが必要な場合は、原本証明をすること。 

・新規採用や人事異動による変更届の場合は、雇用契約書や辞令等を添付すること。 
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３ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出について 

 

介護報酬の単位は、基準に定められた事業所・施設の人員配置区分に応じて設定されています。

また、基準等を満たした場合に算定できる加算や、満たさない場合に行わなければならない減算が

あります。 

指定事業者は、介護報酬算定に関する体制等について届出を行う必要があります。（添付資料４

参照） 

 

○届出が必要な場合 

1. 指定申請をしようとするとき 

2. 届出済の内容に変更があった時 

3. 介護給付費の算定に際し事前の届出が必要な加算・減算の適用を受けようとするとき 

4. 法改正等に伴い届出事項が追加・変更となったとき 

 

〇提出書類 

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙３－２） 

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（該当するサービス種別の様式を使用すること） 

・取得しようとする加算ごとに必要な添付書類（下記ホームページ参照） 

 

○提出時期 

加算を算定する前月15 日まで 

 

※必要書類をすべて提出しても、加算の取得要件を満たしていることが確認できない場合は、当該

月の算定が難しくなります。また、届出がない場合、サービスの提供があっても報酬は支払われま

せん。 

 

 

 

＜沖縄市ホームページ＞ 

 暮らしの情報→高齢者・介護→介護保険事業者向け情報→「介護給付費算定に係る体制等に関す

る届出について」 
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４ サービスの概要及び人員・運営に関する基準について 

 

（1）サービスの概要 

 

○ 指定居宅介護支援事業所とは 

介護保険法第8条第24項 

在宅の要介護者等が介護保険から給付される居宅サービス等を適切に利用できるよう、要介護者

等の依頼を受けて、利用するサービスの種類・内容等を定めた居宅サービス計画を作成するととも

に、居宅サービス事業等との連絡調整や、介護保険施設への紹介等のケアマネジメント等（居宅介

護支援サービス）を行う事業所をいう。 

 

○ 指定介護予防支援事業所とは 

介護保険法第8条の２第16項 

在宅の要支援者等が介護保険から給付される介護予防サービス等を適切に利用できるよう、要支

援者等の依頼を受けて、利用する介護予防サービス等の種類・内容等を定めた介護予防サービス計

画を作成するとともに、介護予防サービス事業等との連絡調整等を行う事業所をいう。 

 

〇指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護とは 

介護保険法第8 条第19 項（予防は第８条の２第１４項） 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第62条 

在宅の要介護（要支援）者等が、自宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しく

は短期間宿泊させ、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に

応じその居宅において自立した日常生活を営むことができるようにする。（予防は下線部を

置き換え：利用者の心身の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目

指す） 
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○ 居宅サービス計画 

(1)①課題分析の実施 利用者の日常生活上の能力、既に受けているサービス、介護者の状況等の環境等の評価を通

じて問題点を明らかにし、自立した日常生活を営むことができるよう支援するうえで解決す

べき課題を、適切な方法で把握する。 

 ②居宅を訪問して

のアセスメント 

解決すべき課題の把握（アセスメント）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者・家

族に面接して行わなければならない。 

(2)居宅サービス計画原 

案の作成 

利用者の希望・アセスメント結果に基づき、家族の希望・地域のサービス提供体制を勘案し

て、解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組み合わせを検討し、サービス

の目標・達成時期、サービスの種類、内容・利用料等を記載して作成する。 

(3)サービス担当者会議 

等による専門的意見の 

聴取 

原則として、サービス担当者会議により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有する

とともに、居宅サービス計画原案について専門的見地からの意見を求める（やむを得ない理

由がある場合は、照会等により意見を求めることができる）。 

(4)居宅サービス計画の

説明及び同意 

原案での各サービスの保険対象・対象外を区分したうえで、内容を利用者・家族に説明し、

文書により利用者の同意を得る。 

(5)居宅サービス計画の 

交付 

同意を得た居宅サービス計画を利用者・担当者に交付する（担当者に対しては、計画の趣旨・

内容を説明する）。 

(6)①実施状況の把握 計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む）を行い、必要に応

じて計画の変更や事業者等との連絡調整等を行う。 

指定居宅サービス事業者に対して、計画の提出を求め、居宅サービス計画と個別サービス計

画との連動性や整合性について確認する。 

 ②居宅を訪問して

のモニタリング 

実施状況の把握（モニタリング）に当たっては、利用者・家族や事業者等との連絡を継続的

に行う。利用者側に特に事情のない限り、少なくとも１月に１回はモニタリングの結果を記

録する。 

(7)計画の変更について 

の専門的意見の聴取 

更新認定や変更認定の場合、原則としてサービス担当者会議により計画変更の必要性につい

て専門的見地から意見を求める（やむを得ない理由がある場合は照会等により意見を求める

ことができる）。 

(8)居宅サービス計画の 

変更 

変更に当たっても、作成時と同様の一連の業務を行う。 

注：(1)②、(3)、(4)、(5)、(6)②、(7)＜太字＞が守られない場合は介護報酬の減算対象となる。 
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○ 介護予防サービス計画 

(1)①課題分析の実施 利用者の日常生活上の能力、健康状態、生活環境等を把握した上で、次に掲げる各領域ごと

に日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意向を踏まえて生活機能の低下の原因を含む

利用者が抱える問題を明らかにするとともに自立した日常生活を営むことができるよう支

援するうえで解決すべき課題を、適切な方法で把握する。 

イ 運動及び移動 

ロ 家庭生活を含む日常生活 

ハ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 

ニ 健康管理 

 ②居宅を訪問して

のアセスメント 

解決すべき課題の把握（アセスメント）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者・家

族に面接して行わなければならない。 

(2)介護予防サービス計

画原案の作成 

利用者の希望・アセスメント結果に基づき、利用者が目標とする生活、専門的観点からの目

標と具体策、利用者や家族の意向、それらを踏まえた具体的目標、その目標を達成するため

の支援の留意点、本人や各サービス事業者等が目標を達成するために行うべき支援内容や期

間等を記載して作成する。 

(3)サービス担当者会議 

等による専門的意見の 

聴取 

原則として、サービス担当者会議により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有する

とともに、介護予防サービス計画原案について専門的見地からの意見を求める（やむを得な

い理由がある場合は、照会等により意見を求めることができる）。 

(4)介護予防サービス計

画の説明及び同意 

原案での各サービスの保険対象・対象外を区分したうえで、内容を利用者・家族に説明し、

文書により利用者の同意を得る。 

(5)居宅サービス計画の 

交付 

同意を得た居宅サービス計画を利用者・担当者に交付する（担当者に対しては、計画の趣旨・

内容を説明する）。 

(6)①個別サービス計画

作成の指導及び報告の

聴取 

介護予防サービス事業所に対して、介護予防計画に基づく個別サービス計画の作成を指導す

るとともに、少なくとも1月に1回は、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告

を聴取する。 

 ②居宅を訪問して

のモニタリング 

・実施状況の把握（モニタリング）に当たっては、利用者・家族や事業者等との連絡を継続

的に行う。利用者側に特に事情のない限り、少なくともサービス提供を開始する月の翌月

から起算して3月に１回、サービスの評価期間が終了する月、利用者の状況に著しい変化

があった時に利用者の居宅を訪問して利用者と面接する。 

・利用者宅を訪問しない月は、介護予防サービス事業所等への訪問、利用者への電話等で確

認する。 

・少なくとも1月に1回、モニタリングの結果を記録する。 

(7)計画の変更について 

の専門的意見の聴取 

更新認定や変更認定の場合、原則としてサービス担当者会議により計画変更の必要性につい

て専門的見地から意見を求める（やむを得ない理由がある場合は照会等により意見を求める

ことができる）。 

(8)介護予防サービス計

画の変更 

変更に当たっても、作成時と同様の一連の業務を行う。 
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（2）人員・運営に関する基準 

 

Ⅰ. 指定居宅介護支援 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基準の性格 [通]第1-1～4 

 

1  指定居宅介護支援の事業及び基準該当居宅支援の事業がその目的を達成するために必要

な最低限度の基準を定めたものであり、指定居宅介護支援事業者及び基準該当居宅支援事

業者は、基準を充足することで足りるとすることなく常にその事業の運営の向上に努めな

ければならない。 

２  指定居宅介護支援の事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさな

い場合には、指定居宅介護支援事業者の指定又は更新は受けられず、また、基準に違反す

ることが明らかになった場合には、（１）相当の期限を定めて基準を遵守するよう勧告を

行い、（2）相当の期限内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、当

該勧告に対する対応等を公表し、（3）正当な理由が無く、当該勧告に係る措置をとらなか

ったときは、相当の期限を定めて当該勧告に係る措置をとるよう命令することができるも

のであること。 

ただし、（3）の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公表しなければな

らない。なお、（3）の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取り消し

を行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正な

サービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停

止させる）ができる。 

ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、

指定の全部若しくは一部の停止又は直ちに取り消すことができるものであること。 

① 指定居宅介護支援事業者及びその従業者が、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、利

用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用させることの対償とし

て、当該居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受したときその他の自

己の利益を図るために基準に違反したとき。 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき。 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき。 

3  運営に関する基準に従って事業の運営をすることができなくなったことを理由として

指定が取り消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から指定の申請がなされた

場合には、当該事業者が運営に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が

必要であり、その改善状況等が十分に確認されない限り指定を行わないものとする。 

４ 特に、指定居宅介護支援の事業においては、基準に合意することを前提に自由に事業へ

の参入を認めていること等に鑑み、基準違反に対しては、厳正に対処すべきであること。 

 

 

［基］･･･ 厚生省令第38号(H11.3.31)指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

［通］･･･ 老企第22号(H11.7.29)指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について 

指定基準は平成30年度に沖縄市の条例で定められましたが、「介護報酬の解釈（社会保険研究所出版）」（通称：赤本）で内容の確認ができるよ

う、本手引きにおいては基準省令の条項で記載しています。 
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○ 基本方針 [基]第1 条の２ 

 

○人員基準について [基]第2 条・第3 条 

種別 内容 

管理者 

[基]第3条 

[通]2-2 

 

 

 

 

指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置かなければならない。 

管理者は､主任介護支援専門員であって、専ら管理者の職務に従事する常勤の

ものでなければならない。 

ただし、次の場合はこの限りではない。 

（１）管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務

に従事する場合。 

※この場合、介護支援専門員の常勤換算による員数として、管理者として

の従事時間も介護支援専門員としての従事時間として取り扱って差し支

えない。ただし、管理者としての業務に専念しケアマネジメント業務に

従事していない場合は介護支援専門員としての従事時間として算定する

ことはできない。 

（２）管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合 

（その管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

なお、訪問介護員等の訪問系の職種を兼務することは、一般的に支障

があると考えられる。 

 

※参考 管理者の責務 [基]第17条 

介護支援専門員 

[基]第2条 

[通]2-1 

 

指定居宅介護支援事業所ごとに、必ず常勤の介護支援専門員を１人以上置く

ことを必要とし、利用者の数が３５人又はその端数を増すごとにさらに介護支

援専門員を１人以上配置することを基準とする。 

ただし、当該増員に係る介護支援専門員については非常勤とすることを妨げる

ものではない。 

※利用者の数が35人又はその端数を増すごとに・・・ 

例）事業所の勤務時間が週40時間で、1月の利用者５２人の場合 

５２ ÷ ３５ ≒ １．４９（常勤換算で1.49人以上が基準） 

満たす場合１ 常勤専従（8時間）1名、常勤兼務（4時間）1名 

満たす場合２ 常勤専従（8時間）1名、非常勤専従（4時間）1名 

 

1 利用者が要介護者等となった場合でも、可能な限り居宅において、その有する能力に応じ

自立した日常生活を営むことができるよう配慮しなければならない。 

2 利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な

保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供され

るよう配慮しなければならない。 

3 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居

宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者に不当に偏することのな

いよう、公正中立に介護支援サービスの提供を行わなければならない。 

4 市町村、地域包括支援センター、老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、

介護保険施設等との連携に努めなければならない。 



１０ 

※平成３３年３月３１日までの間は、管理者として主任介護支援専門員以外の介護支援専門員の配

置を可能とする経過措置を設けているが、指定居宅介護支援事業所における業務管理や人材育成

の取り組みを促進する観点から、経過措置期間の終了を待たず、管理者として主任介護支援専門

員を配置することが望ましい。 

 

※ 常勤とは､当該事業所における勤務時間（当該事業所において、指定居宅介護支援以外の事業を

行っている場合は、当該事業に従事している時間を含む）が、当該事業所において定められてい

る常勤の従業者が勤務すべき時間数（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする。）に

達していることをいう。ただし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に

関する法律（平成３年法律第７６号）第２３条第1 項に規定する所定労働時間の短縮措置が講

じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、

例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

 

 

●育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合の常勤換算方法 

従前どおり「当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の 

従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は32 時間を基本とする。）で 

除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方 

法」であり、その計算に当たっては、育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の 

対象者の有無は問題にはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１１ 

 

○ 運営基準について [基]第4 条～第29 条 

種別 内容 

1 内容及び手続きの 

説明及び同意 

[基]第4条 

[通]3-1 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

 

 

あらかじめ、利用申込者又は家族に、居宅サービス計画が[基]第1 

条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるもので 

あり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求め 

ることができることなどを説明すると共に、運営規程の概要等サービ 

ス選択に関係する重要事項について文書（説明書、パンフレット等） 

を交付し説明を行い、同意を得た上で、居宅介護支援の提供を開始す 

る。 

（重要事項） 

① 指定居宅介護支援事業所の運営規程の概要 

② 介護支援専門員の勤務の体制 

③ 秘密の保持 

④ 事故発生時の対応 

⑤ 苦情処理の体制 

⑥ その他必要な事項 

※なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、 

理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧

に行うとともに、それを理解したことについて必ず利用申込者から

署名を得なければならない。当該同意については、利用者及び指定

居宅介護支援事業者双方の保護の立場から、書面によって確認する

ことが望ましい。 

 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院

又は診療所に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護

支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるように

求めなければならない。 

※なお、より実効性を高めるため、日頃から介護支援専門員の連絡先 

等を介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳と合わせ

て保管することを依頼しておくことが望ましい。 

 

2 提供拒否の禁止 

[基]第5条 

[通]3-2 

 

 

 

正当な理由なく指定居宅介護支援を拒んではならない。 

(正当な理由) 

① 当該事業所の現員からは利用申し込みに応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が事業所の通常の事業の実施地域外である 

場合 

③ 利用申込者が他の指定居宅介護支援事業所にも併せて指定居宅 

介護支援を依頼していることが明らかな場合等 

3 サービス提供困難 

時 の対応 

[基]第6条 

事業実施地域等の関係で、自ら適切な提供が困難な場合は、他の指 

定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を行わなければな 

らない。 
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種別 内容 

4 受給資格等の確認 

[基]第7条 

指定居宅介護支援の提供を求められた場合は、その者の提示する被 

保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び有効期間を 

確かめなければならない。 

5 要介護認定の申請 

に 係る援助 

[基]第8条 

[通]3-3 

認定申請について利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行い、 

認定申請を行っていない利用申込者については、申請を援助する。ま 

た、要介護認定の更新の申請が有効期限の満了日の３０日前には行わ 

れるよう必要な援助をしなければならない。 

6 身分を証する書類 

の携行 

[基]第9条 

[通]3-4 

初回訪問時及び利用者又はその家族から求められた場合は、介護支 

援専門員証を提示しなければならない。 

7 利用料等の受領 

[基]第10条 

[通]3-5 

 

利用者の選定により、通常の事業の実施地域外の居宅を訪問して指 

定居宅介護支援を行う場合には、それに要した交通費の支払いを利用 

者から受けることができる。これにあたっては、あらかじめ、利用者 

又は家族に対して交通費等について説明を行い、同意を得なければな 

らない。 

8 指定居宅介護支援 

の基本取扱方針 

[基]第12条 

[通]3-7 

 

指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよ 

う行われるとともに、医療サービスと十分に連携をするよう配慮して 

行わなければならない。 

また自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を行い、常にそ 

の改善を図らなければならない。 

 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サービ 

ス計画の提供依頼（第１２号）に掲げる一連の業務については、基準 

第１条の２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務を列 

記したものであり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべきもの 

であるが、緊急的なサービス利用等やむを得ない場合や、効果的・効 

率的に行うことを前提とするものであれば、業務の順序について拘束 

するものではない。ただし、その場合にあっても、それぞれ位置付け 

られた個々の業務は、事後的に可及的速やかに実施し、その結果に基 

づいて必要に応じて居宅サービス計画を見直すなど、適切に対応しな 

ければならない。 

9 指定居宅介護支援 

の具体的取扱方針 

[基]第13条 

[通]3-7-①～○23  

 

①  管理者は、介護支援専門員に居宅サービス計画の作成業務を担当 

させるものとする。 

 

②  指定居宅介護支援の提供に当たっては、サービスの提供方法等を 

懇切丁寧に利用者又はその家族に理解しやすいように説明する。 

 

③  介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たって、利用者 

の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は 

家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的にサービスの利用が行われ 

るように努め、支給限度額の枠があることのみをもって特定の時期 
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種別 内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

に偏ったり、必要性の乏しいサービスの利用を助長させてはならな 

い。 

 

④  介護支援専門員は、居宅サービス計画作成に当たり、利用者の日 

常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保 

健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民によるボランテ 

ィア活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に 

位置付けるよう努めなければならない。 

 

⑤  介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たって

は、利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域におけ

る指定居宅サービス事業者等に関する情報を適正に利用者又はそ

の家族に対して提供するものであり、利用者の選択を求めること

なく特定事業主体のみによる居宅サービス計画原案を最初から提

示するようなことがあってはならない。 

※また、例えば集合住宅等において、特定の指定居宅サービス事業者 

のサービスを利用することを、選択の機会を与えることなく入居条 

件とするようなことがあってはならないが、居宅サービス計画につ 

いても、利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の指定サ 

ービス事業者のみを居宅サービス計画に位置づけるようなことは 

あってはならない。 

 

⑥  介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たって、適切な 

方法により、利用者について、その有する日常生活上の能力、既に 

提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれている環境等 

の評価を通じて、利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者 

が自立した日常生活を営むことができるように支援するうえで解 

決すべき課題を把握しなければならない。 

 

⑦  介護支援専門員は、解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」

という）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその 

家族に面接して行わなければならない。この場合において、介護支 

援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に十分に説明し、理 

解を得なければならない。 

 

⑧ 介護支援専門員は、利用者の希望及びアセスメントの結果に基づ 

き、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居宅サービス等

が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された 

解決すべき課題に対応するための最も適正なサービスの組み合わ 

せについて検討し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合 

的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービス 

の目標及びその達成時期、サービスの種類、内容及びその利用料並 

びにそのサービスを提供する上での留意事項等を記載した居宅サ 
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種別 内容 

 

 

 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

ービス計画の原案を作成しなければならない。 

※ 提供されるサービスの目標とは、利用者がサービスを受けつつ 

到達しようとする目標を指すものであり、サービス提供事業者側の 

個別のサービス行為を意味するものではない。 

 

⑨ 介護支援専門員は、サービス担当者会議の開催により、利用者等 

の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、当該居宅サー 

ビス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地からの 

意見を求めるものとする。ただし、利用者（末期の悪性腫瘍の患者 

に限る。）の心身の状況等により、主事の医師又は歯科医師の意見 

を勘案して必要と認める場合その他やむを得ない理由がある場合 

については、担当者に対する紹介等により意見を求めることができ 

るものとする。 

 

※ やむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を行ったが、 

サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得ら 

れなかった場合や、居宅サービス計画の変更であって、利用者の状 

態に大きな変化が見られない等における軽微な変更等が想定され 

る。 

※ やむを得ない理由がある場合については、サービス担当者に対 

する照会等により意見を求めることができるものとしているが、こ 

の場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、利用者の状 

況等についての情報や居宅サービス計画原案の内容を共有できる 

ようにする必要がある。 

※ サービス担当者会議とは、居宅サービス計画作成のために利用 

者及びその家族の参加を基本としつつ、居宅サービス計画原案に位 

置付けた指定居宅サービス等の担当者等を招集して行う会議。 

 

※末期の悪性腫瘍の利用者について必要と認められる場合とは、主事の医師等が、日常生活上

の障害が１ヶ月以内に出現すると判断した時点以降において、主治の医師等の助言を得たうえ

で、介護支援専門員がサービス担当者に対する照会等により、意見を求めることが必要と判断

した場合を想定している。なお、ここでいう「主治の医師等」とは、利用者の最新の心身の状

態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に把握している医師であり、要介護認定の申請の

ために主治医意見書を記載した医師に限定されないことから、利用者又はその家族等に確認す

る方法等により、適切に対応すること。また、サービスの種類や利用回数の変更等を利用者に

状態変化が生じるたびに迅速に行っていくことが求められるため、日常生活上の障害が出現す

る前に、今後利用が必要と見込まれる指定居宅サービス等の担当者を含めた関係者を召集した

上で、予測される状態変化と支援の方向性について関係者間で共有しておくことが望ましい。 

 

⑩ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居 

宅サービス等について、介護給付の対象となるかどうかを区分した 

上で、当該居宅サービス計画の原案の内容について、利用者又はそ 

の家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得なければなら 



１５ 

 

種別 内容 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

ない。 

 

⑪ 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当該居 

宅サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。 

 

⑫ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サー 

ビス事業者に対して、訪問介護計画等の提出を求め、居宅サービス 

計画と個別サービス計画との連動性や整合性について確認するも 

のとする。 

 

⑬-1 介護支援専門員は、居宅計画サービスの作成後、居宅サービス 

計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変 

更、指定居宅サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供を 

行うものとする。 

 

⑬-2 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係 

る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服

薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報

のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主事の医師若しく

は歯科医師（以下、主事の医師等とする）又は薬剤師に提供するも

のとする。 

 

※利用者の服薬情報、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況 

に係る情報は主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師が医療サー

ビスの必要性を検討するに当たり有効な情報である。このため、指

定居宅介護支援の提供にあたり、例えば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

・薬の服用を拒絶している 

・使い切らないうちに新たな薬が処方されている 

・口臭や口腔内出血がある 

・体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・食事量や食事回数に変化がある 

・下痢や便秘が続いている 

・皮膚が乾燥していたり湿疹等が出ていたりしている。 

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わら 

ず提供されていない状況 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報を得た場合は、それらの

情報のうち、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要

であると介護支援専門員が判断したものについて、主治の医師若し

くは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。なお、ここでいう

「主治の医師」については、要介護認定の申請のために主治医意見

書を申請した医師に限定されないことを留意すること。 

 



１６ 

 

種別 内容 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔運営基準減算項目〕 

 

⑭ 介護支援専門員は、前号第２項に規定する実施状況の把握（以下 

「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、 

指定居宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段 

の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならな

い。 

イ 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接 

すること。 

ロ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

 

※ 「特段の事情」とは利用者の事情により、利用者の居宅を訪問 

し、利用者に面接することができない場合を主として指し、介護支 

援専門員に起因する事情は含まれない。さらに、特段の事情がある 

場合には、その具体的な内容を記録しておくことが必要である。 

 

⑮ 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者 

会議の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担 

当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、 

やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等に 

より意見を求めることができるものとする。 

イ 要介護認定を受けている利用者が法第２８条第２項に規定する

要介護更新認定を受けた場合。 

ロ 要介護認定を受けている利用者が、法第２９条第１項に規定す 

る要介護状態区分の変更認定を受けた場合。 

 

※ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を 

行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への 

参加が得られなかった場合や居宅サービス計画の変更から間もな 

い場合で利用者の状態に大きな変化が見られない場合等が想定さ 

れる。 

 

⑯ 第３号から第１２号までの規定は、第１３号に規定する居宅サー 

ビス計画の変更について準用する。 

※なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日時 

の変更等で、介護支援専門員が基準第１３条第３号から第１２号ま 

でに掲げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う 

場合には、この必要はないものとする。 

 

⑰ 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが 

総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅 

において日常生活を営むことが、困難になったと認める場合又は利 

用者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保 

険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 



１７ 

 

種別 内容 

 ⑱-1 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようと 

する要介護者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑 

に移行できるよう、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助 

を行うものとする。 

 

⑱-2 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定め

る回数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定めるものに限る。）を位

置づける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該居宅サ

ービス計画に訪問介護が必要な理由を記載するとともに、当該居宅

サービス計画を市町村に届けなければならない。 

 

※ 訪問介護の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画より

かけ離れている場合には、利用者の自立支援・重度化防止や地域資 

源の有効活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応じて是正を

促していくことが適当である。このため、基準第13 条第18 号の

２は、一定回数以上の訪問介護を位置づける場合にその必要性を居

宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町

村に届け出なければならないことを規定するものである。届出にあ

たっては、当該月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を

除く。）した居宅サービス計画のうち一定回数以上の訪問介護を位

置づけたものについて、翌月の末日までに市町村に届け出ることと

する。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅サー

ビス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅

サービス計画を言う。 

なお、基準第13 条第18 号の２については、平成30 年10 月１

日より施行されるため、同年10 月以降に作成又は変更した居宅サ

ービス計画について届出を行うこと。 

・訪問介護…指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成12 年厚生省告示第19 号）別表指定居宅サービス介護給付

費単位数表の１ 訪問介護費の注３に規定する生活援助が中心であ

る指定訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。 

・一定回数…基準第13 条第18 号の２により厚生労働大臣が定める 

回数をいう。以下同じ。 

 

⑲-1 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーショ 

ン等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合 

には、利用者の同意を得て主事の医師等の意見を求めなければなら 

ない。 

 

⑲-2 前号の場合において、介護支援専門員は、居宅サービス計画を 

作成した際には、当該居宅サービス計画を主事の医師等に交付しな 

ければならない。 

 



１８ 

 

種別 内容 

 ⑳ 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビリ 

テーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医

療サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行

うものとし、医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける

場合にあっては、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師の医学

的観点からの留意事項が示されているときは、当該留意点を尊重し

てこれを行うものとする。 

 

※訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション、 

居宅療養管理指導、短期入所療養介護、定期巡回・随時対応型訪問 

介護看護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）及び看護小 

規模多機能型居宅介護（訪問看護サービスを利用する場合に限る。）

については、主治の医師又は歯科医師等が必要性を認めたものに 

限られる。 

※介護支援専門員は予め、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を 

求めるとともに、主治の医師等とのより円滑な連携に資するよう、

当該意見を踏まえて作成した居宅サービス計画については、意見を

求めた医師等に交付しなければならない。なお、交付の方法につい

ては、対面のほか、郵送やメールによることも差し支えない。また、

ここで意見を求める「主治の医師等」については、要介護認定の申

請のために主治医意見書を記載した医師に限定されないことを留

意すること。 

 

○21介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短 

期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅におけ 

る自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心 

身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所 

生活介護及び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有 

効期間のおおむね半数を超えないようにしなければならない。 

 

○22介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付け 

る場合にあっては、その利用の妥当性を検討し､当該計画に福祉用 

具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じてサービス担 

当者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について 

検証をした上で､継続して福祉用具貸与を受ける必要性がある場合 

にはその理由を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

 

○23介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位置 

付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し､当該計画に特 

定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

 

○24介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に､法第７３条第

２項に規定する認定審査会意見又は法第３７条第１項の規定によ 



１９ 

 

種別 内容 

 る指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類に

ついての記載がある場合には、利用者にその趣旨を説明し、理解を 

得た上で、その内容に沿って居宅サービス計画を作成しなければな 

らない。 

 

○25介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認定 

を受けた場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必 

要な情報を提供する等の連携を図るものとする。 

 

○26指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定に 

基づき、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委 

託を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介 

護支援事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できる 

よう配慮しなければならない。 

 

○27指定居宅介護支援事業者は地域ケア会議から、利用者に対する適 

切な支援体制等の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の開 

陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう 

努めなければならない。 

 

10 法定代理受領サー 

ビスに係る報告 

[基]第14条 

[通]3ｰ8 

 

指定居宅介護支援事業者は､毎月、市町村(規定により､審査及び支 

払に関する事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあ 

っては､当該国民健康保険団体連合会)に対し、居宅サービス計画にお 

いて位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サ 

ービスとして位置付けられたものに関する情報を記載した文書を提 

出しなければならない。 

指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられてい 

る基準該当居宅サービスに係る特例居宅介護サービス又は特例居宅 

介護支援サービス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した文書 

を、市町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合 

にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出しなければ 

ならない。 

 

11 利用者に対する居 

宅サービス計画等 

の書類の交付 

[基]第15条 

[通]3-9 

指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利 

用を希望する場合、その他利用者からの申し出があった場合には、当 

該利用者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する 

書類を交付しなければならない。 

 

12 利用者に関する市 

町村への通知 

[基]第16条 

[通]3-10 

 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用者 

が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を 

市町村に通知しなければならない。 

１ 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示 

に従わないこと等により要介護状態等の程度を増進したと認めら 



２０ 

 

種別 内容 

  れるとき。 

２ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受け 

ようとしたとき。 

13 管理者の責務 

[基]第17条 

 

指定居宅介護支援事業所の管理者は、次のことを一元的に行わなけ 

ればならない。 

① 事業所の介護支援専門員その他の従業者の管理 

② 利用の申込に係る調整 

③ 業務の実施状況の把握 

④ その他の管理 

管理者は、介護支援専門員その他の従業者に運営基準の各規定を遵 

守させるための必要な指揮命令を行う。 

 

14 運営規程 

[基]第18条 

[通]3-11 

 

指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次に 

掲げる事業の運営に関する規程を定めるものとする。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 職員の職種、員数及び職務内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

⑤ 通常の事業の実施地域 

⑥ その他運営に関する重要事項 

 

15 勤務体制の確保 

[基]第19条 

[通]3-12 

 

指定居宅介護支援事業者は、事業所毎に原則として月毎の勤務表を 

作成し、介護支援専門員については、日々の勤務時間、常勤・非常勤 

の別、管理者との兼務関係を明確にする。 

指定居宅介護支援事業所の従業者である介護支援専門員が指定居 

宅介護支援を担当しなければならない。ただし、補助の業務について 

はこの限りではない。指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の 

資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。 

※当該勤務の状況は、管理者が管理する必要がある(基準第１７条)。 

※特に介護支援専門員実務研修終了後、初めて就業した介護支援専門 

員については、就業後６月から１年の間に都道府県が行う初任者向 

けの研修を受講する機会を確保しなければならない。 

 

16 設備及び備品等 

[基]第20条 

[通]3-13 

 

指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を 

有するとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を 

備えなければならない。 

※事業運営に必要な面積を有する専用の事務室が望ましいが、他の事 

業の用に供するものと明確に区分される場合は、他の事業との同一 

の事務室でも差し支えない。 

※専用の事務室又は区画については、相談、サービス担当者会議等に 

対応するのに適切なスペースを確保する。 

 

 



２１ 

 

種別 内容 

17 掲示 

[基]第22条 

[通]3-14 

 

当該居宅介護支援事業所の見やすい場所に、 

① 運営規程の概要（※ １４運営規程参照） 

② 介護支援専門員の勤務の体制 

③ 秘密の保持 

④ 事故発生時の対応 

⑤ 苦情処理の体制 

等のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけ 

ればならない。 

 

18 秘密保持 

[基]第23条 

[通]3-15 

介護支援専門員その他の従業員は、正当な理由なく業務上知り得た 

利用者や家族の秘密を漏らしてはならない。 

事業者は過去に介護支援専門員その他の従業者であった者が、正当 

な理由がなく、業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らすことがな 

いよう、従業者でなくなった後も秘密を保持すべき旨を、従業者との 

雇用契約時に取り決め、例えば違約金について定める等の措置を講ず

るべきである。 

介護支援専門員及び各居宅サービス担当者が、サービス担当者会議 

等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や解決す 

べき課題等の個人情報を共有するためには、指定居宅介護支援事業者 

は、あらかじめ、文書により利用者や家族から同意を得る必要がある。

この同意は、居宅介護支援開始時に、利用者及び家族から連携する 

サービス担当者間で個人情報を用いることについて包括的な同意を 

得ておくことで足りる。 

 

19 居宅サービス事業 

者等からの利益収 

受の禁止等 

[基]第25条 

[通]3-16 

 

① 事業者及び管理者は介護支援専門員に対して居宅サービス計画の

作成又は変更に関して利益誘導のために特定の居宅サービス事業

者等（例えば、同一法人系列の居宅サービス事業者）によるサー

ビスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

② 介護支援専門員が利用者に対して同様の指示を行ってはならな

い。これは解決すべき課題に反するばかりでなく、事実上他の居

宅サービス事業者の利用が妨げられることになり、居宅介護支援

の公正中立性や利用者のサービス選択の自由が損ねられることを

阻止するための規定である。 

③ 居宅サービス計画の作成又は変更に関し、公正中立を確保するた

めに利用者に特定の居宅介護サービス事業者等によるサービスを

利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から、

金品等財産上の利益を収受してはならない。 

 

20 苦情処理 

[基]第26条 

[通]3-17 

 

① 事業者は自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス

計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者及びその家

族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

② 事業者は苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 



２２ 

 

種別 内容 

 ③ 事業者は自ら提供した指定居宅介護支援に関し、市町村に対して、

介護保険法第23条の規定により、市町村からの文書その他の物

件の提出若しくは提示の求め又は市町村職員からの文書その他の

物件の提出若しくは提示の求め又は市町村職員からの質問や照会

に応じ、利用者からの苦情に関して市町村からの調査に協力しな

ければならない。また、市町村から指導又は助言を受けた場合は、

それに従い、必要な改善を行わなければならず、市町村からの求

めがあった場合には改善の報告をしなければならない。 

 

④ 指定居宅介護支援等についての苦情の場合には、利用者や居宅サ

ービス事業者等から事情を聞き、対応策を検討し、必要に応じて

利用者に説明しなければならない。また、苦情を処理するための

措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、苦情処理の

体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説明する文書

に記載すると共に、事業所内に掲示する。 

 

⑤ 事業者は自らが位置付けた指定居宅サービスに対する苦情の国民

健康保険団体連合会への申し立てに関して、利用者に必要な援助

を行わなければならない。また、指定居宅介護支援等に対する利

用者からの苦情に関して、介護保険法第176条第1項第3号に基

づく、国民健康保険団体連合会からの調査に協力しなければなら

ない。国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた

場合は、それに従い必要な改善を行わなければならない。国民健

康保険団体連合会からの求めがあった場合には改善の内容を報告

しなければならない。 

 

21 事故発生時の対応 

[基]第27条 

[通]3-18 

 

事業者は、居宅介護支援の提供により事故が発生した場合には速や 

かに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと共に、必要な措置を講じ 

なければならない。また、事故の状況及び取った処置について記録し 

ておかなければならない。 

事業者は、居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場 

合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

このほか、以下の点に注意すること。 

 

① 事故が発生した場合の対処方法については、あらかじめ事業者が

定めておくことが望ましい。 

② 事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損

害賠償保険に加入しておくか、若しくは賠償資力を有することが

望ましい。 

③ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策

を講じること。 

 

 



２３ 

 

種別 内容 

22 記録の整備 

[基]第29条 

 

※記録の保存期限につ

いては沖縄市条例に

よる。 

 

 

指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する

諸記録を整備しておかなければならない。 

また、居宅介護支援の提供に関する次の諸記録を整備し、その完結 

の日から５年間保存しなければならない。 

① 指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

② 個々の利用者毎に次の事項を記載した居宅介護支援台帳 

・居宅サービス計画 

・課題の把握（アセスメント）の結果の記録 

・サービス担当者会議等の記録 

・継続したサービス実施状況等の把握（モニタリング結果）の記 

  録 

③ 利用者に関する市町村への通知に関する記録 

④ 苦情の内容等の記録 

⑤ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

 

平成３０年度改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１３１） 

今回の改正により、利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やその

家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所

の紹介を求めることが可能であること等を説明することを義務づけ、それに違反した場合は報

酬が減額されるが、平成30 年４月以前に指定居宅介護支援事業者と契約を結んでいる利用者

に対しては、どのように取り扱うのか。 

 

（答） 

平成３０年４月以前に契約を結んでいる利用者については、次のケアプランの見直し時に説

明を行うことが望ましい。 

 

（問１３２） 

末期の悪性腫瘍の利用者に関するケアマネジメントプロセスの簡素化における「主治の医師」

については、「利用者の最新の心身の状態、受診中の医療機関、投薬内容等を一元的に把握し

ている医師」とされたが、具体的にどのような者を想定しているのか。 

 

（答） 

訪問診療を受けている末期の悪性腫瘍の利用者については、診療報酬における在宅時医学総

合管理料又は在宅がん医療総合診療料を算定する医療機関の医師を「主治の医師」とすること

が考えられる。これらの医師については、居宅介護支援専門員に対し、病状の変化等について

適時情報提供を行うこととされていることから、連絡を受けた場合には十分な連携を図ること。

また、在宅時医学総合管理料等を算定していない末期の悪性腫瘍の利用者の場合でも、家族等

からの聞き取りにより、かかりつけ医として定期的な診療と総合的な医学管理を行っている医

師を把握し、当該医師を主治の医師とすることが望ましい。 



２４ 

 

（問１３３） 

基準第13 条第13 号の２に規定する「利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身

又は生活の状況に係る情報」について、解釈通知に記載のある事項のほかにどのようなものが

想定されるか。 

 

（答） 

解釈通知に記載のある事項のほか、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師への情報提供が

必要な情報については、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が必要かどうかをもと

に介護支援専門員が判断するものとする。なお、基準第13 条第13 号の２は、日頃の居宅介

護支援の業務において介護支援専門員が把握したことを情報提供するものであり、当該規定の

追加により利用者に係る情報収集について新たに業務負担を求めるものではない。 

 

（問１３４） 

基準第13 条第18 号の２に基づき、市町村に居宅サービス計画を提出するにあたっては、

訪問介護（生活援助中心型）の必要性について記載することとなっているが、居宅サービス計

画とは別に理由書の提出が必要となるのか。 

 

（答） 

当該利用者について、家族の支援を受けられない状況や認知症等の症状があることその他の

事情により、訪問介護（生活援助中心型）の利用が必要である理由が居宅サービス計画の記載

内容から分かる場合には、当該居宅サービス計画のみを提出すれば足り、別途理由書の提出を

求めるものではない。 

 

（問 １４１） 

今回、通所介護・地域密着型通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分について、２時間

ごとから１時間ごとに見直されたことにより、時間区分を変更することとしたケースについて

は、居宅サービス計画の変更（サービス担当者会議を含む）は必要なのか。 

 

（答） 

・介護報酬算定上のサービス提供時間区分が変更になる場合（例えば、サービス提供時間が７

時間以上９時間未満から７時間以上８時間未満）であっても、サービスの内容及び提供時間

に変更が無ければ、居宅サービス計画の変更を行う必要はない。 

・一方で、今回の時間区分の変更を契機に、利用者のニーズを踏まえた適切なアセスメントに

基づき、これまで提供されてきた介護サービス等の内容をあらためて見直した結果、居宅サ

ービス計画を変更する必要が生じた場合は、通常の変更と同様のプロセスが必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



２５ 

 

Ⅱ. 指定介護予防支援 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基準の性格 [通]第1-1～4 

 

8ページの「Ⅰ．指定居宅介護支援」の同欄を参照 

（読み替え） 

・「居宅介護支援」を「介護予防支援」と読み替える 

・「居宅サービス計画」を「介護予防サービス計画」と読み替える 

・「居宅サービス事業者」を「介護予防サービス事業者」と読み替える 

 

 

○人員基準について [基]第2 条・第3 条 

種別 内容 

管理者 

[基]第3条 

[通]2-2 

 

 

 

 

 

 

 

指定介護予防支援事業所ごとに常勤の管理者を置かなければならな

い。 

管理者は､専ら管理者の職務に従事する常勤のものでなければなら

ない。 

ただし、次の場合はこの限りではない。 

（１）管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の他の職務に従

事する場合。 

（２）管理者がその管理する指定介護予防支援事業者である地域包括

支援センターの職務に従事する場合。 

※その管理する指定介護予防支援事業所の管理に支障がない場合

に限る。 

 

※参考 管理者の責務 [基]第16条 

従業員 

[基]第2条 

[通]2-1 

 

指定介護予防支援事業所ごとに、指定介護予防支援の提供に当たる

保健師等の職員（以下、「担当職員」という。）を1人以上配置する。 

担当職員は、当該介護予防支援事業所である地域包括支援センター

の職員等との兼務が可能。 

※担当職員の要件 

① 保健師 

② 介護支援専門員 

③ 社会福祉士 

④ 経験ある看護師 

［基］･･･ 厚生労働省令第37号(H18.3.14)指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

［通］･･･ 老振発第0331003号・老老発第0331003号(H18.3.31)指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について 

指定基準は平成27年度に沖縄市の条例で定められましたが、「介護報酬の解釈（社会保険研究所出版）」（通称：赤本）で内容の確認ができるよ

う、本手引きにおいては基準省令の条項で記載しています。 



２６ 

 

種別 内容 

 ⑤ 高齢者保健福祉に関する相談業務等に3年以上従事した社会福祉

主事 

※担当職員の員数 

・担当区域の状況を踏まえて1人以上配置する。 

・常勤や専従の要件を付していないが、営業時間中は常に利用者か

らの相談等に対応できる体制を整えておくこと。 

 

 

○ 運営基準について [基]第4 条～第29 条 

 ※Ⅰ．指定居宅介護支援と違う箇所等を赤字で表示しています。 

種別 内容 

1 内容及び手続きの 

説明及び同意 

[基]第4条 

[通]3-1 

 

 

 

 

 

あらかじめ、利用申込者又は家族に、介護予防サービス計画が[基]

第1条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるも

のであり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者等を紹介す

るよう求めることができることなどを説明すると共に、運営規程の

概要等サービス選択に関係する重要事項について文書（説明書、パ

ンフレット等）を交付し説明を行い、同意を得た上で、介護予防支

援の提供を開始する。 

（重要事項） 

①  指定介護介護予防支援事業所の運営規程の概要 

② 担当職員の勤務の体制 

③ 秘密の保持 

④ 事故発生時の対応 

⑤ 苦情処理の体制 

⑥ その他必要な事項 

※なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、 

理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁

寧に行うとともに、それを理解したことについて必ず利用申込者

から署名を得なければならない。当該同意については、利用者及

び指定介護予防支援事業者双方の保護の立場から、書面によって

確認することが望ましい。 

 

指定介護予防支援事業者は、指定介予防護支援の提供の開始に際

し、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及

び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるように求めなければならな

い。 

※なお、より実効性を高めるため、日頃から担当職員の連絡先等を

介護保険被保険者証や健康保険被保険者証、お薬手帳と合わせて

保管することを依頼しておくことが望ましい。 

 

 



２７ 

 

種別 内容 

2 提供拒否の禁止 

[基]第5条 

[通]3-2 

 

 

 

正当な理由なく指定介護予防支援を拒んではならない。 

(正当な理由) 

①  当該事業所の現員からは利用申し込みに応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が事業所の通常の事業の実施地域外である

場合 

③  利用申込者が他の指定介護予防支援事業所にも併せて指定介護

予防支援を依頼していることが明らかな場合等 

 

3 サービス提供困難 

時 の対応 

[基]第6条 

事業実施地域等の関係で、自ら適切な提供が困難な場合は、他の

指定介護予防支援事業者の紹介その他の必要な措置を行わなければ

ならない。 

4 受給資格等の確認 

[基]第7条 

指定介護予防支援の提供を求められた場合は、その者の提示する

被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び有効期

間を確かめなければならない。 

 

5 要支援認定の申請 

に 係る援助 

[基]第8条 

[通]3-3 

認定申請について利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行い、 

認定申請を行っていない利用申込者については、申請を援助する。

また、要支援認定の更新の申請が有効期限の満了日の３０日前には

行われるよう必要な援助をしなければならない。 

 

6 身分を証する書類 

の携行 

[基]第9条 

[通]3-4 

初回訪問時及び利用者又はその家族から求められた場合は、当該

指定介護予防支援事業所の担当職員としての身分証を提示しなけれ

ばならない。 

7 利用料等の受領 

[基]第10条 

[通]3-5 

保険給付が償還払いになる場合と、代理受領払いになる場合との間

に不合理な差を設けてはならない。 

8 指定介護予防支援 

の業務の委託 

[基]第12条 

[通]3-7 

 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の一部を指定居宅

介護支援事業者に委託する場合には、以下の事項を遵守しなければ

ならない。 

 

① 中立性、公正性の確保を図るため、地域包括支援センター運営協

議会の議を経なければならない。 

② 適切かつ効率的に指定介護予防支援の業務が実施できるように、

委託する業務の範囲や業務量について配慮する。 

③ 委託する指定居宅介護支援事業者は、指定介護予防支援の業務に

関する知識及び能力を有する介護支援専門員が従事しているこ

と。 

④ 委託する指定居宅介護支援事業者に対し、指定介護予防支援の業 

務を実施する介護支援専門員が介護予防支援の基本方針、運営 

 



２８ 

 

種別 内容 

 に関する基準、介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準を遵守するよう、必要な援助、指導を行う。 

9 法定代理受領サ

ービスに係る報告 

[基]第13条 

[通]3ｰ8 

 

指定介護予防支援事業者は､毎月、市町村(規定により､審査及び支 

払に関する事務を国民健康保険団体連合会に委託している場合にあ 

っては､当該国民健康保険団体連合会)に対し、介護予防サービス計

画において位置付けられている指定介護予防サービス等のうち法定

代理受領サービスとして位置付けられたものに関する情報を記載し

た文書を提出しなければならない。 

指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス計画に位置付けら

ている基準該当居宅サービスに係る特例介護予防サービス又は特例

介護予防支援サービス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した

文書を、市町村（当該事務を国民健康保険団体連合会に委託してい

る場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出し

なければならない。 

 

10 利用者に対する

介護予防サービ

ス計画等の書類

の交付 

[基]第14条 

[通]3-9 

指定介護予防支援事業者は、要支援認定を受けている利用者が要

介護認定を受けた場合その他利用者からの申出があった場合には、

当該利用者に対し、直近の介護予防サービス計画及びその実施状況

に関する書類を交付しなければならない。 

11 利用者に関する

市町村への通知 

[基]第15条 

[通]3-10 

 

 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援を受けている利用

者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその

旨を市町村に通知しなければならない。 

１ 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示 

に従わないこと等により要支援状態等の程度を増進したと認めら 

れるとき。 

２ 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受け 

ようとしたとき。 

12 管理者の責務 

[基]第16条 

 

指定介護予防支援事業所の管理者は、次のことを一元的に行わな

け 

ればならない。 

① 事業所の担当職員その他の従業者の管理 

② 利用の申込に係る調整 

③ 業務の実施状況の把握 

⑤ その他の管理 

管理者は、担当職員その他の従業者に運営基準の各規定を遵守さ

せるための必要な指揮命令を行う。 

 

 

 

 



２９ 

 

種別 内容 

13 運営規程 

[基]第17条 

[通]3-11 

 

指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、次に 

掲げる事業の運営に関する規程を定めるものとする。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 職員の職種、員数及び職務内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 指定介護予防支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

⑥  通常の事業の実施地域 

⑦ その他運営に関する重要事項 

 

14 勤務体制の確保 

[基]第18条 

[通]3-12 

 

指定介護予防支援事業者は、利用者に対し適切な指定介護予防

支援を提供できるよう、指定介護予防支援事業所ごとに担当職員

その他の従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援事業所ごとに、当

該指定介護予防支援事業所の担当職員によって指定介護予防支援

の業務を提供しなければならない。ただし、担当職員の補助の業

務については、この限りでない。 

3 指定介護予防支援事業者は、担当職員の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。 

※当該勤務の状況は、管理者が管理する必要がある(基準第１6条)。 

 

15 設備及び備品等 

[基]第19条 

[通]3-13 

 

指定介護予防支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画

を有するとともに、指定介護予防支援の提供に必要な設備及び備品

等を備えなければならない。 

※事業運営に必要な面積を有する専用の事務室が望ましいが、指定

介護予防支援の業務に支障がない場合には、地域包括支援センタ

ーが行う他の事業の用に供する事務室又は区画と同一のものであ

っても差し支えない。 

※専用の事務室又は区画については、相談、サービス担当者会議等

に対応するのに適切なスペースを確保する。 

 

16 掲示 

[基]第21条 

[通]3-14 

 

当該介護予防支援事業所の見やすい場所に、 

① 運営規程の概要（※ １3運営規程参照） 

② 担当職員の勤務の体制 

③ 秘密の保持 

④ 事故発生時の対応 

⑤ 苦情処理の体制 

等のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなけ 

ればならない。 

 

 

 

 



３０ 

 

種別 内容 

17 秘密保持 

[基]第22条 

[通]3-15 

指定介護予防支援事業所の担当職員その他の従業員は、正当な理

由なく業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らしてはならない。 

事業者は過去に担当職員その他の従業者であった者が、正当な理

由がなく、業務上知り得た利用者や家族の秘密を漏らすことがない

よう、従業者でなくなった後も秘密を保持すべき旨を、従業者との

雇用契約時に取り決め、例えば違約金について定める等の措置を講

ずるべきこととする。 

担当職員及び各介護予防サービス担当者が、サービス担当者会議 

等において、課題分析情報等を通じて利用者の有する問題点や支援

すべき課題等の個人情報を共有するためには、指定介護予防支援事

業者は、あらかじめ、文書により利用者や家族から同意を得る必要

がある。 

介護予防支援においては特に、サービス担当者会議に介護予防サ

ービス事業者、主治医の他、地域において利用者を支援する取り組

みを行う住民等の様々な関係者が参加する機会が多くなることが想

定されるが、サービス担当者会議において用いられた個人情報が正

当な理由なく目的外に使用されないよう、例えば法令上の守秘義務

がないものに対しては、個人情報を適切に取り扱う旨に同意する文

書を提出させるなど、指定介護予防支援事業者は、利用者等に係る

個人情報の保護に留意する必要がある。 

 

18 居宅サービス事

業者等からの利益収 

受の禁止等 

[基]第24条 

[通]3-16 

 

① 事業者及び管理者は担当職員に対して介護予防サービス計画の

作成又は変更に関して利益誘導のために特定の介護予防サービ

ス事業者等（例えば、同一法人系列の介護予防サービス事業者）

によるサービスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

② 介護予防支援事業所の担当職員は、利用者に対して同様の指示を

行ってはならない。これは解決すべき課題に反するばかりでな

く、事実上他の介護予防サービス事業者の利用が妨げられること

になり、介護予防支援の公正中立性や利用者のサービス選択の自

由が損ねられることを阻止するための規定である。 

③ 介護予防サービス計画の作成又は変更に関し、公正中立を確保す

るために利用者に特定の介護予防サービス事業者等によるサー

ビスを利用させることの対償として、当該介護予防サービス事業

者等から、金品等財産上の利益を収受してはならない。 

 

19 苦情処理 

[基]第25条 

[通]3-17 

 

① 事業者は自ら提供した指定介護予防支援又は自らが介護予防サ

ービス計画に位置付けた指定介護予防サービス等に対する利用

者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければな

らない。 

② 事業者は苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録しな

ければならない。 

 

 



３１ 

 

種別 内容 

 ③ 事業者は自ら提供した指定介護予防支援に関し、市町村に対し

て、介護保険法第23条の規定により、市町村からの文書その他

の物件の提出若しくは提示の求め又は市町村職員からの文書そ

の他の物件の提出若しくは提示の求め又は市町村職員からの質

問や照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村からの調査に

協力しなければならない。また、市町村から指導又は助言を受け

た場合は、それに従い、必要な改善を行わなければならず、市町

村からの求めがあった場合には改善の報告をしなければならな

い。 

 

④ 指定介護予防支援等についての苦情の場合には、利用者や介護

予防サービス事業者等から事情を聞き、対応策を検討し、必要

に応じて利用者に説明しなければならない。また、苦情を処理

するための措置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡先、

苦情処理の体制及び手順等を利用申込者にサービスの内容を説

明する文書に記載すると共に、事業所内に掲示する。 

 

⑤ 事業者は自らが位置付けた指定介護予防サービスに対する苦情

の国民健康保険団体連合会への申し立てに関して、利用者に必要

な援助を行わなければならない。また、指定介護予防支援等に対

する利用者からの苦情に関して、介護保険法第176条第1項第3

号に基づく、国民健康保険団体連合会からの調査に協力しなけれ

ばならない。国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を

受けた場合は、それに従い必要な改善を行わなければならない。

国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には改善の内

容を報告しなければならない。 

 

20 事故発生時の対

応 

[基]第26条 

[通]3-18 

 

事業者は、介護予防支援の提供により事故が発生した場合には速

やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うと共に、必要な措置

を講じなければならない。また、事故の状況及び取った処置につ

いて記録しておかなければならない。 

事業者は、介護予防支援の提供により賠償すべき事故が発生した

場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

このほか、以下の点に注意すること。 

 

① 事故が発生した場合の対処方法については、あらかじめ事業者が

定めておくことが望ましい。 

② 事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損

害賠償保険に加入しておくか、若しくは賠償資力を有することが

望ましい。 

③ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策

を講じること。 

 



３２ 

 

種別 内容 

21 記録の整備 

[基]第28条 

 

※記録の保存期限に

ついては沖縄市条

例による。 

 

 

 

 

指定介護予防支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関す

る諸記録を整備しておかなければならない。 

また、介護予防支援の提供に関する次の諸記録を整備し、その完

結の日から５年間保存しなければならない。 

① 指定介護予防サービス事業者等との連絡調整に関する記録 

② 個々の利用者毎に次の事項を記載した介護予防支援台帳 

・介護予防サービス計画 

・課題の把握（アセスメント）の結果の記録 

・サービス担当者会議等の記録 

・評価の結果の記録 

・モニタリングの結果の記録 

③  利用者に関する市町村への通知に関する記録 

④  苦情の内容等の記録 

⑤  事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

 

22 指定介護予防支

援の基本取扱方針 

[基]第29条 

 

 

① 指定介護予防支援は、利用者の介護予防に資するよう行われると

ともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行わなければなら

ない。 

② 指定介護予防支援事業者は、介護予防の効果を最大限に発揮し、

利用者が生活機能の改善を実現するための適切なサービスを選

択できるよう、目標志向型の介護予防サービス計画を策定しなけ

ればならない。 

③ 指定介護予防支援事業者は、自らその提供する指定介護予防支援

の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 

23 指定介護予防支

援の具体的取扱方針 

[基]第30条 

[通]4-1-①～○27 

 

① 管理者は、担当職員に介護予防サービス計画の作成に関する業務

を担当させるものとする。 

 

なお、利用者の課題分析（第６号）から担当者に対する個別サー

ビス計画の提供依頼（第１２号）に掲げる一連の業務については、

基準第１条の２に掲げる基本方針を達成するために必要となる業務

を列記したものであり、基本的にはこのプロセスに応じて進めるべ

きものであるが、緊急的なサービス利用等やむを得ない場合や、効

果的・効率的に行うことを前提とするものであれば、業務の順序に

ついて拘束するものではない。ただし、その場合にあっても、それ

ぞれ位置付けられた個々の業務は、事後的に可及的速やかに実施し、

その結果に基づいて必要に応じて介護予防サービス計画を見直すな

ど、適切に対応しなければならない。 

 

② 指定介護予防支援の提供に当たっては、サービスの提供方法等を 

懇切丁寧に利用者又はその家族に理解しやすいように説明する。 

 



３３ 

 

種別 内容 

 ③ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たって、利用者 

の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又

は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定介護予防サービ

ス、地域密着型介護予防サービス、地域住民による自発的な活動

等の提供が行われるようにしなければならない。 

 

④ 担当職員は、介護予防サービス計画作成に当たり、利用者の日 

常生活全般を支援する観点から、予防給付等対象サービス以外の

保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民によるボラ

ンティア活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画

上に位置付けるよう努めなければならない。 

 

⑤ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成の開始に当たっては、

利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指

定介護予防サービス事業者等に関するサービス及び住民による

自発的な活動によるサービスの内容、利用料等の情報を適正に利

用者又はその家族に対して提供するものであり、利用者の選択を

求めることなく特定事業主体のみによる介護予防サービス計画

原案を最初から提示するようなことがあってはならない。利用者

から指定介護予防サービス事業者等の紹介の求めがあった場合

には、当該利用者が居住する地域の介護予防サービス等のサービ

スの内容、利用料等の情報を提供し、誠実に対応すること。 

※また、例えば集合住宅等において、特定の指定居宅サービス事業

者のサービスを利用することを、選択の機会を与えることなく入

居条件とするようなことがあってはならないが、介護予防サービ

ス計画についても、利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地

内等の指定サービス事業者のみを介護予防サービス計画に位置づ

けるようなことはあってはならない。 

 

⑥ 担当職員は、介護予防サービス計画の作成に当たっては、適切な

方法により、利用者について、その有している生活機能や健康状

態、その置かれている環境等を把握した上で、次に掲げる各領域

ごとに利用者の日常生活の状況を把握し、利用者及び家族の意欲

及び意向を踏まえて、生活機能の低下の原因を含む利用者が現に

抱える問題点を明らかにするとともに、介護予防の効果を最大限

に発揮し、利用者が自立した日常生活を営むことができるように

支援すべき総合的な課題を把握しなければならない。 

ア 運動及び移動 

イ 家庭生活を含む日常生活 

ウ 社会参加並びに対人関係及びコミュニケーション 

エ 健康管理 

 

⑦ 担当職員は、上記の解決すべき課題の把握（以下「アセスメント」 
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種別 内容 

 という）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその

家族に面接して行わなければならない。この場合において、担当

職員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に十分に説明し、理解

を得なければならない。 

 

⑧ 担当職員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメントの

結果、利用者が目標とする生活、専門的観点からの目標と具体策、

利用者及びその家族の意向、それらを踏まえた具体的な目標、そ

の目標を達成するための支援の留意点、本人、指定介護予防サー

ビス事業者、自発的な活動によるサービスを提供する者等が目標

を達成するために行うべき支援内容並びにその期間等を記載し

た介護予防サービス計画の原案を作成しなければならない。 

※「具体的な目標」とは、利用者がサービスを受けつつ到達しよう

とする目標を指すものであり、サービス提供事業者側の個別のサ

ービス行為を意味するものではない。 

 

⑨ 担当職員は、サービス担当者会議の開催により、利用者等の状況

等に関する情報を指定介護予防サービス等の担当者（以下この条

において「担当者」という）と共有するとともに、当該介護予防

サービス計画の原案の内容について、担当者から、専門的な見地

からの意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由があ

る場合については、担当者に対する紹介等により意見を求めるこ

とができるものとする。 

※ サービス担当者会議とは、介護予防サービス計画作成のために利

用者及びその家族の参加を基本としつつ、介護予防サービス計画

原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者等を招集して行う

会議。 

※ やむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を行ったが、 

サービス担当者の事由により、サービス担当者会議への参加が得

られなかった場合や、介護予防サービス計画の変更であって、利

用者の状態に大きな変化が見られない等における軽微な変更等が

想定される。 

※ やむを得ない理由がある場合については、サービス担当者に対す

る照会等により意見を求めることができるものとしているが、こ

の場合にも、緊密に相互の情報交換を行うことにより、利用者の

状況等についての情報や介護予防サービス計画原案の内容を共有

できるようにする必要がある。 

 

⑩ 担当職員は、介護予防サービス計画の原案に位置付けた指定介護

予防サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分

した上で、当該介護予防サービス計画の原案の内容について、利

用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得

なければならない。 
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種別 内容 

 ※当該説明及び同意を要する介護予防サービス計画原案とは、「介

護予防サービス・支援計画書」に相当するものすべてが望ましい

が、少なくとも「目標」「支援計画」「【本来行うべき支援がで

きない場合】妥当な支援の実施に向けた方針」、「総合的な方針：

生活不活発病の改善・予防のポイント」欄に相当するものについ

ては、説明及び同意を要する。 

 

⑪ 担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際には、当該介護

予防サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならな

い。 

 

⑫ 担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サ

ービス事業者に対して、介護予防訪問看護計画等指定介護予防サ

ービス等基準において位置付けられている計画の提出を求め、介

護予防サービス計画と個別サービス計画との連動性や整合性に

ついて確認するものとする。 

 

⑬ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防

サービス計画に基づき、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防

サービス等基準において位置付けられている計画の作成を指導

する。また、担当職員は介護予防サービス等の担当者と緊密な連

携を図り、設定された目標との関係を踏まえて利用者の状況や課

題の変化が認められる場合は円滑に連絡が行われる体制を整備

するため、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を

少なくとも1箇月に1回、聴取しなければならない。 

 

⑭ 介護予防計画サービスの作成後、介護予防サービス計画の実施状

況の把握を行い、必要に応じて介護予防サービス計画の変更、指

定介護予防サービス事業者等との連絡調整その他の便宜の提供

を行うものとする。 

 

○14-2 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係 

る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の

服薬状況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る

情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主事の医師

若しくは歯科医師（以下、主事の医師等とする）又は薬剤師に提

供するものとする。 

※利用者の服薬情報、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状

況に係る情報は主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師が医療サ

ービスの必要性を検討するに当たり有効な情報である。このため、

指定介護予防支援の提供にあたり、例えば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

・薬の服用を拒絶している 
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種別 内容 

 ・使い切らないうちに新たな薬が処方されている 

・口臭や口腔内出血がある 

・体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・食事量や食事回数に変化がある 

・下痢や便秘が続いている 

・皮膚が乾燥していたり湿疹等が出ていたりしている。 

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関

わらず提供されていない状況 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報を得た場合は、それら

の情報のうち、主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師の助言が

必要であると担当職員が判断したものについて、主治の医師若し

くは歯科医師又は薬剤師に提供するものとする。なお、ここでい

う「主治の医師」については、要介護認定の申請のために主治医

意見書を申請した医師に限定されないことを留意すること。 

 

⑮ 担当職員は、担当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた期

間が終了するときは、当該計画の目標の達成状況について評価し

なければならない。なお、評価の実施に当たっては、利用者の状

況を適切に把握し、利用者及び家族の意見を徴する必要があるた

め、利用者宅を訪問して行う。 

※介護予防サービス計画は、設定された目標との関係を踏まえた利

用者の有する課題を基に、利用者の目標とする生活を実現するた

めの具体的な目標を定め、当該目標を達成するために介護予防サ

ービス等を期間を定めて利用するため、介護予防サービス計画で

定めた期間の終了時には、今後の方針を決定するために目標の達

成状況を評価し、必要に応じて介護予防サービス計画の見直しを

行う。 

 

⑯ 担当職員は、第１４号に規定する実施状況の把握（以下「モニタ

リング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定介

護予防サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段

の事情のない限り、次に定めるところにより行わなければならな

い。 

ア 少なくともサービスの提供を開始する月の翌月から起算し

て3箇月に1回及びサービスの評価期間が終了する月並びに

利用者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を

訪問し、利用者に面接すること。 

イ 利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、指

定介護予防通所リハビリテーション事業所を訪問する等の方

法により利用者に面接するよう努めるとともに、当該面接が

できない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実

施すること。 

ウ 少なくとも1 箇月に1 回、モニタリングの結果を記録する 
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種別 内容 

 こと。 

 

※ 「特段の事情」とは利用者の事情により、利用者の居宅を訪問 

し、利用者に面接することができない場合を主として指し、介護

支援専門員に起因する事情は含まれない。さらに、特段の事情が

ある場合には、その具体的な内容を記録しておくことが必要であ

る。 

 

⑰ 担当職員は、次に掲げる場合においては、サービス担当者会議の

開催により、介護予防サービス計画の変更の必要性について、担 

当者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、 

やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等

により意見を求めることができるものとする。 

イ 要支援認定を受けている利用者が法第33条第２項に規定する

要支援更新認定を受けた場合。 

ロ 要支援認定を受けている利用者が、法第33条の2第１項に規定

する要支援状態区分の変更認定を受けた場合。 

 

※ここでいうやむを得ない理由がある場合とは、開催の日程調整を 

行ったが、サービス担当者の事由により、サービス担当者会議へ

の参加が得られなかった場合や居宅サービス計画の変更から間も

ない場合で利用者の状態に大きな変化が見られない場合等が想定

される。 

 

⑱ 第３号から第１3号までの規定は、第１4号に規定する介護予防

サービス計画の変更について準用する。 

※なお、利用者の希望による軽微な変更（例えばサービス提供日

時の変更等で、担当職員が基準第30条第３号から第１２号までに

掲げる一連の業務を行う必要性がないと判断したもの）を行う場

合には、この必要はないものとする。 

 

⑲ 担当職員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが総合的

かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅にお

いて日常生活を営むことが、困難になったと認める場合又は利用

者が介護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保

険施設への紹介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 

⑳ 担当職員は、介護保険施設等から退院又は退所しようとする要支

援者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行

できるよう、あらかじめ、介護予防サービス計画の作成等の援助

を行うものとする。 

 

○21 担当職員は、利用者が介護予防訪問看護、介護予防通所リハビリ 
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種別 内容 

 テーション等の医療サービスの利用を希望している場合その他必 

要な場合には、利用者の同意を得て主事の医師等の意見を求めな

ければならない。 

 

○21-2 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作

成した際には、当該介護予防サービス計画を主事の医師等に交付

しなければならない。 

 

○22担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防訪問看護、介護予

防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、

介護予防居宅療養管理指導、介護予防短期入所療養介護を位置付

ける場合にあっては、当該医療サービスに係る主治の医師等の指

示がある場合に限りこれを行うものとし、医療サービス以外の指

定介護予防サービス等を位置付ける場合にあっては、当該指定介

護予防サービス等に係る主治の医師の医学的観点からの留意事項

が示されているときは、当該留意点を尊重してこれを行うものと

する。 

※担当職員は予め、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求め

るとともに、主治の医師等とのより円滑な連携に資するよう、当

該意見を踏まえて作成した介護予防サービス計画については、意

見を求めた医師等に交付しなければならない。なお、交付の方法

については、対面のほか、郵送やメールによることも差し支えな

い。また、ここで意見を求める「主治の医師等」については、要

介護認定の申請のために主治医意見書を記載した医師に限定され

ないことを留意すること。 

 

○23担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防短期入所生活介護

又は介護予防短期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利

用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するも

のとし、利用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる

場合を除き、介護予防短期入所生活介護及び介護予防短期入所療

養介護を利用する日数が要支援認定の有効期間のおおむね半数を

超えないようにしなければならない。 

 

○24担当職員は、介護予防サービス計画に介護予防福祉用具貸与を位

置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し､当該計画に

介護予防福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に

応じてサービス担当者会議を開催し、その継続の必要性について

検証をした上で、継続が必要な場合はその理由を介護予防サービ

ス計画に記載しなければならない。 

 

○25担当職員は、介護予防サービス計画に特定福祉用具販売を位置 

付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し､当該計画に特 
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種別 内容 

 定福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

 

○26担当職員は、利用者が提示する被保険者証に､法第７３条第２項に

規定する認定審査会意見又は法第３７条第１項の規定による指定

に係る介護予防サービス若しくは地域密着型介護予防サービスの

種類についての記載がある場合には、利用者にその趣旨を説明し、

理解を得た上で、その内容に沿って介護予防サービス計画を作成

しなければならない。 

 

○27担当職員は、要支援認定を受けている利用者が要介護認定を受け

た場合には、指定居宅介護支援事業者と当該利用者に係る必要な

情報を提供する等の連携を図るものとする。 

 

○28指定介護予防支援事業者は、地域ケア会議から、利用者に対する

適切な支援体制等の検討を行うための資料又は情報の提供、意見の

開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよ

う努めなければならない。 

 

24 介護予防支援の

提供に当たって

の留意点 

[基]第31条 

[通]4-2-①～⑧ 

 

介護予防支援の実施に当たっては、介護予防の効果を最大限に発

揮できるよう次に掲げる事項に留意しなければならない。 

①単に運動機能、栄養状態又は口腔機能といった特定の機能の改善

だけを目指すものではなく、これらの機能の改善、環境の調整等

を通じて、利用者の日常生活の自立のための取組を総合的に支援

することによって生活の質の向上を目指すこと。 

②利用者による主体的な取組を支援し、常に利用者の生活機能の向

上に対する意欲を高めるよう支援すること。 

③具体的な日常生活における行為について、利用者の状態の特性を

踏まえた目標を、期間を定めて設定し、利用者、サービス提供者

等とともに目標を共有すること。 

④利用者の自立を最大限に引き出す支援を行うことを基本とし、利

用者のできる行為は可能な限り本人が行うよう配慮すること。 

⑤サービス担当者会議等を通じて、多くの種類の専門職の連携によ

り、地域における様々な予防給付の対象となるサービス以外の保

健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発的

な活動によるサービス等の利用も含めて、介護予防に資する取組

を積極的に活用すること。 

⑥ 地域支援事業及び介護給付と連続性及び一貫性を持った支援を

行うよう配慮すること。 

⑦ 介護予防サービス計画の策定に当たっては、利用者の個別性を重

視した効果的なものとすること。 

⑧ 機能の改善の後についてもその状態の維持への支援に努めるこ

と。 
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Ⅲ. 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 基準の性格 [通]第1-1～4 

8ページの「指定居宅介護支援」の同欄を参照 

（読み替え） 

・「居宅介護支援」を「地域密着型サービス事業」と読み替える 

・2 ①については下記と読み替える 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ 指定地域密着型サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払いを適正に

受けなかったとき 

ロ 居宅介護支援事業者またはその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によ

るサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与し

たとき 

ハ 居宅介護支援事業者またはその従業者から、事業所の退居者を紹介することの対

償として、金品その他の財産上の利益を収受したとき 

・3を削除して読み替える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［基］･･･ 厚生労働省令第34号(H18.3.14)指定地域密着型サービスの事業の人員及び運営に関する基準 第４章 

 ○予    ･･･厚生労働省令第36号(H18.3.14)指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 第3章 

［通］･･･ 老計発第0331004号・老振発第0331004号・老老発第0331017号(H18.3.31)指定地域密着型サービス及

び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について 第３の四・第4の三（介護予防） 

指定基準は平成24年度に沖縄市の条例で定められましたが、「介護報酬の解釈（社会保険研究所出版）」（通称：赤本）で内容の確認ができるよ

う、本手引きにおいては基準省令の条項で記載しています。 
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○人員基準について [基]第63条・第64条（一部抜粋） 

種別 内容 

 

管理者 

[基]第64条 

[通]4-2-2 

○予第45条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所ごとに常勤専従

の管理者を置かなければならない。 

ただし、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所の管理上

支障がない場合は、次の職務に従事することができる。 

（１） 当該事業所の他の職務 

（２） 当該事業所に併設する前条第6 項の表の当該指定（介護予

防）小規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等の

いずれかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等

の職務 

（３） 同一敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

の職務 

（４） 法第115 条の45 第1項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（同項第1号ニに規定する第1 号介護予防支援

事業を除く。） 

 

 管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護

老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅介護事業所、指

定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の

従業者又は訪問介護員等として3年以上認知症である者の介護に従事

した経験を有する者であって、「認知症対応型サービス事業管理者研

修」を修了した者でなければならない。 

※参考 

管理者の責務  

[基]第28条 

[通]4-2-1 

○予第26条準用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理者は、当該事業所の従業者の管理及び当該事業所の利用の申込

みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うも

のとする。 

管理者は、当該事業所の従業者にこの節の規定を遵守させるため必

要な指揮命令を行うものとする。 
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種別 内容 

介護支援専門員 

[基]第63条 

[通]4-2-1-3 

○予第44条 

 

事業者は、居宅（介護予防）サービス計画及び（介護予防）小規

模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門員を置

かなければならない。 

ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、次の職務に従事する

ことができる。 

（１） 当該事業所の他の職務 

（２） 当該事業所に併設する第6 項の表の当該指定（介護予防）小

規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる施設等のいず

れかが併設されている場合の項の中欄に掲げる施設等の職

務 

 

介護支援専門員は、「小規模多機能型サービス計画作成担当者研

修」を修了している者でなければならない。 

※人員基準欠如に該当する場合の減算項目に該当（Ｐ79 参照） 

＜業務内容＞ 

 ・居宅（介護予防）サービス計画の作成 

 ・居宅(介護予防)サービス計画作成依頼（変更）届出の代行 

 ・小規模多機能型居宅介護計画の作成 

 

※サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所については、本

体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型事業所の登録

者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われるときは、介護

支援専門員に代えて、小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従

事する「小規模多機能型サービス計画作成担当者研修」修了者を置

くことができる。ただしこの場合、「居宅サービス計画の作成」と

「居宅(介護予防)サービス計画作成依頼（変更）届出の代行」は、

本体事業所の介護支援専門員が行わなければならない。 
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○ 運営基準について [基]第68 条～第88 条 ○予第43条～第68条 

種別 内容 

1 内容及び手続きの 

説明及び同意 

[基]第3条7 

[通]1-4-1準用 

○予第11条準用 

 

 

 

 

 

事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供の開始

に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第31条に規

定する運営規程の概要、（介護予防）小規模多機能型居宅介護従業者

の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始

について利用申込者の同意を得なければならない。 

（重要事項） 

・運営規定の概要 

・従業者の勤務体制 

・事故発生時の対応 

・苦情処理の体制 

・第三者評価の実施状況 等 

 

※なお、この内容を利用者又はその家族に説明を行うに当たっては、 

理解が得られるよう、文書の交付に加えて口頭での説明を懇切丁寧

に行うとともに、小規模多機能型居宅介護の提供を受けることにつ

いての同意を得なければならない。当該同意については、書面によ

って確認することが望ましい。 

２提供拒否の禁止 

[基]第3条8 

[通]1-4-2準用 

○予第12条準用 

 

事業者は、正当な理由なく指定（介護予防）小規模多機能型居宅

介護の提供を拒んではならない。 

 （正当な理由） 

① 当該事業所の現員からは、利用申込に応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外

である場合 

③ その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供すること

が困難な場合 

3サービス提供困難時

の対応 

[基]第3条9 

[通]1-4-3準用 

○予第13条準用 

 

事業者は、当該指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所

の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な

指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護を提供することが困難で

あると認めた場合は、当該利用申込者に係る指定居宅介護（介護予

防）支援事業者への連絡、適当な他の指定（介護予防）小規模多機

能型居宅介護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じ

なければならない。 

4心身の状況等の把握 

[基]第68条 

○予第49条 

 

事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供に当

たっては、介護支援専門員（第82 条第12項の規定により介護支

援専門員を配置していないサテライト型指定（介護予防）小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては、本体事業所の介護支援専門員。

以下この条及び第93 条において同じ。）が開催するサービス担当

者会議（介護支援専門員が居宅サービス計画の作成のために居宅サ

ービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等（法第8条第 
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種別 内容 

 24 項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同じ。）の担当

者を招集して行う会議をいう。）等を通じて、利用者の心身の状況、

その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めなければならない。 

 

5居宅（介護予防）サー

ビス事業者等との連携 

[基]第69条 

[通]4-4-1 

○予第50条 

 

事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護を提供する

に当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービス又は福

祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

2 事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護を提供する

に当たっては、利用者の健康管理を適切に行うため、主治の医師と

の密接な連携に努めなければならない。 

3 事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供の終

了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとと

もに、当該利用者に係る指定居宅介護（介護予防）支援事業者に対

する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉サービスを提供す

る者との密接な連携に努めなければならない。 

 

6小規模多機能型居宅

介護の具体的取扱方針 

[基]第73条 

[通]4-4-4 

 

指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

① 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生

活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動へ

の参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サー

ビスを柔軟に組み合わせることにより、妥当適切に行うものとす

る。 

週に１回程度の利用や、ほぼ毎日宿泊サービスを利用する形態

は、制度上報酬算定は可能であるが、利用者の経済的負担や、

サービス提供の公平性、居宅における生活の継続を支援する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を勘案し、他のサービスの検

討等を踏まえた上での妥当性について考慮すること。 

② 指定小規模多機能型居宅介護は、利用者一人一人の人格を尊重

し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常生

活を送ることができるよう配慮して行うものとする。 

③  指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、小規模多機

能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的にならないように、

利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよ

う必要な援助を行うものとする。 

④  小規模多機能型居宅介護従業者は、指定小規模多機能型居宅介

護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供等について、理解しやすいよ

うに説明を行うものとする。 

⑤  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、指定小規模多機能型居 
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種別 内容 

 宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」と

いう。）を行ってはならない。 

⑥  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、前項の身体的拘束等を

行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況

並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

⑦  指定小規模多機能型居宅介護は、通いサービスの利用者が登録

定員に比べて著しく少ない状態が続くものであってはならない。 

 ※通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態と

は、登録定員のおおむね３分の１以下が目安。 

  例）登録定員が25人→８人以下であれば、著しく少ない 

⑧  指定小規模多機能型居宅介護事業者は、登録者が通いサービス

を利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提

供、電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活

を支えるために適切なサービスを提供しなければならない。 

 ※適切なサービスとは、１人の利用者が通い、宿泊、訪問サービス

を合わせて週４回以上行うことが目安である。また、サービスを

提供しない日でも、電話による見守りを含め、利用者に何らかの

形で関わることが望ましい。 

   なお、小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に

限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を

行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

9居宅サービス計画の

作成 

[基]第74条 

[通]4-4-5 

指定小規模多機能型居宅介護事業所の管理者は、介護支援専門員

に、登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるもの

とする。 

介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、指定居

宅介護支援等基準第13条各号に掲げる具体的取組方針に沿って行

うものとする。（Ｐ12～参照） 

 

10小規模多機能型居

宅介護計画の作成 

[基]第77条 

[通]4-4-8 

 

① 管理者は、介護支援専門員に、小規模多機能型居宅介護計画の作

成に関する業務を担当させるものとする。 

② 介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっ

ては、地域における活動への参加の機会が提供されること等によ

り、利用者の多様な活動が確保されるものとなるように努めなけ

ればならない。 

 ※多様な活動とは、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリ

エーション、行事、園芸、農作業などの利用者の趣味又は嗜好に応

じた活動等をいう。 

③ 介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、他の小規模多機能型居宅介護従業者と協議の

上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内 
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種別 内容 

 容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画を作成するととも

に、これを基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、

随時適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み

合わせた介護を行わなくてはならない。 

④ 介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっ

ては、その内容について利用者又はその家族に対して説明し、利

用者の同意を得なければならない。 

 ※当該計画書の作成及びその実施に当たっては、利用者に強制す

ることとならないよう留意する。またサービス内容等への利用者

の意向の反映の機会を保障するため、当該計画書の作成に当たっ

ては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければなら

ない。 

⑤ 介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画を作成した際に

は、当該小規模多機能型居宅介護計画を利用者に交付しなければ

ならない。 

⑥ 介護支援専門員は、小規模多機能型居宅介護計画の作成後におい

ても、常に小規模多機能型居宅介護計画の実施状況及び利用者の

様態の変化等の把握を行い、必要に応じて小規模多機能型居宅介

護計画の変更を行う。 

第2 項から第5 項までの規定は、前項に規定する小規模多機能型居

宅介護計画の変更について準用する。 

○予  

介護予防小規模多機能

型居宅介護の具体的取

扱方針 

[基]第66条 

[通]3-2-2 

 

※小規模多機能型居宅

介護の取扱と違う箇所

を赤字で表記していま

す。 

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の方針は、第43 条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げ

るところによるものとする。 

① 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、主治

の医師又は歯科医師からの情報伝達を通じる等の適切な方法に

より、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日

常生活全般の状況の的確な把握を行うものとする。 

② 介護支援専門員は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況

及び希望を踏まえて、指定介護予防支援等基準第30 条各号に掲

げる具体的取組方針及び指定介護予防支援等基準第31条各号に

掲げる留意点に沿って、指定介護予防サービス等の利用に係る計

画を作成するものとする。（Ｐ32～参照） 

  

③ 介護支援専門員等は、第1 号に規定する利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて、他の介護予防小規模多機能型居宅介護

従業者と協議の上、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの

提供を行う期間等を記載した介護予防小規模多機能型居宅介護計

画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の様

態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及

び宿泊サービスを組み合わせた介護を行わなくてはならない。 
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種別 内容 

 ④ [基]第７7条②参照 

⑤  [基]第７7条④参照 

⑥  [基]第７7条⑤参照 

⑦ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用

者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、地域

住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状

況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、

訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることによ

り、妥当適切に行うものとする。 

⑥ [基]第７３条② 

⑦  [基]第７３条③ 

⑧  [基]第７３条④ 

⑨ [基]第７３条⑦ 

⑩ [基]第７３条⑧ 

⑪ 介護支援専門員等は、介護予防小規模多機能型居宅介護計画に基

づくサービスの提供の開始時から、当該介護予防小規模多機能型

居宅介護計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するま

でに、少なくとも1回は、当該介護予防小規模多機能型居宅介護

計画の実施状況の把握（以下この条において「モニタリング」と

いう。）を行うとともに、利用者の様態の変化等の把握を行うも

のとする。 

⑫ 介護支援専門員等は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ

て介護予防小規模多機能型居宅介護計画の変更を行うものとす

る。 

⑬ 第1 号から第13 号までの規定は、前号に規定する介護予防小規

模多機能型居宅介護計画の変更について準用する。 

 

11運営規定 

[基]第81条 

[通]4-4-12 

○予[基]第57条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者は、指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業所ごと

に、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定め

ておかなければならない。 

(1) 事業の目的及び運営の方針 

(2) 従業者の職種、員数及び職務の内容 

(3) 営業日及び営業時間 

(4) 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに

通いサービス及び宿泊サービスの利用定員 

(5) 指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料

その他の費用の額 

(6) 通常の事業の実施地域 

(7) サービス利用に当たっての留意事項 

(8) 緊急時等における対応方法 

(9) 非常災害対策 

(10) その他運営に関する重要事項 

Ｐ44 

Ｐ44～Ｐ45 



４８ 

 

種別 内容 

 ※(3)営業日及び営業時間については、指定（介護予防）小規模多機

能型居宅介護事業所は３６５日利用者の居宅生活を支援する者で

あり、休業日を設けることを想定していないことから、３６５日と

記載すること。訪問サービスは、利用者からの随時の要請にも対応

するものであることから、２４時間と記載すること。通い及び宿泊

サービスについては、それぞれの営業時間を記載すること。 

 

 

 

平成24年改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問27） 

居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画に記載する内容が重複する場合の取扱い

如何。 

 

（答） 

 居宅サービス計画と小規模多機能型居宅介護計画に記載すべき内容が重複する場合にあっ

ては、いずれかの計画に当該内容を記載することとなる。 

 なお、小規模多機能型居宅介護の居宅サービス計画等の様式については、「小規模多機能

型居宅介護のケアマネジメントについて（ライフポートワーク）」として調査研究事業の成

果が取りまとめられており（※）、こうした様式例等も参考とし、適宜活用されたい。 

※ 当該資料については、http://www.shoukibo.net/ において掲載。 

 

※令和元年５月31日付 厚生労働省老健局振興課事務連絡『「小規模多機能型居宅介護のケ

アマネジメント（ライフサポートワーク）」について』において、ライフサポートワーク

の様式が修正されるとともに、補助様式が2種類追加される等の見直しが行われ旨、情報

提供あり。資料については、「全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会」のホームペー

ジ（http://www.shoukibo.net/lifesupportwork2019/about.html） 

にガイド及び記載例とともに掲載されているため、参照されたい。 
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５ 介護報酬算定に関する基準について 

 

（１）介護報酬算定に関する基準等 

 

居

宅

介

護

支

援 

居宅算定基準 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成１２年厚生省告示第２０号） 

居宅算定基準解釈 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問

通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与にかかる部

分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１２年老企第

３６号） 

介

護

予

防

支

援 

介護予防算定基準 指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成18年厚生労働省告示第129号） 

介護予防算定基準解釈 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年老計発第

0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001

号・別紙１） 

小

規

模

多

機

能

型

居

宅

介

護 

地域密着算定基準 

 

地域密着（予）算定基準 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成１8年厚生労働省告示第126号） 

指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関

する基準 

（平成１8年厚生労働省告示第128号） 

 

地域密着算定基準解釈 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定

に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18

年老計発第0331005号・老振発第0331005号・老老発第

0331018号） 

 

 

（2）居宅介護支援の介護報酬 

 

イ 居宅介護支援費（１月につき）Ｒ元.10 改正  

 

居宅算定基準・・・・別表 イ 注１ 

居宅算定基準解釈・・第３の１～５、７ 

 

（1）居宅介護支援費（Ⅰ）・・・取扱件数が４０件未満 

要介護１，２（１,０５7単位） 要介護３～５（１,３73単位） 

（2）居宅介護支援費（Ⅱ）・・・４０件以上である場合、４０件以上６０件未満 
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要介護１，２（ 529単位） 要介護３～５（ 686単位） 

（3）居宅介護支援費（Ⅲ）・・・４０件以上である場合、６０件以上 

要介護１，２（317単位） 要介護３～５（411単位） 

 

 

・要介護者のサービス利用状況や業務の実態を適切に反映した報酬体系とする観点から要介護度別

の設定とする。 

・また、担当件数については平成１８年４月から３５件になっており、担当件数を一定程度超過す

る場合の逓減制が導入されている。 

・介護予防支援業務に係る受託について、介護支援専門員一人当たり（常勤換算）につき８件の制

限は廃止された（Ｈ２４改正）。 

・認知症加算及び独居高齢者加算については、基本報酬へ包括化された。（Ｈ２７改定）。 

 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問３２） 

報酬の支給区分の基準となる取扱件数は、実際に報酬請求を行った件数という意味か。 

 

（答） 

取扱件数の算定は、実際にサービスが利用され、給付管理を行い、報酬請求を行った件数を

いう。したがって、単に契約をしているだけのケースについては、取扱件数にカウントしない。 

 

平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問５８） 

利用者数が介護支援専門員１人当たり４０件以上の場合における居宅介護支援費（Ⅰ）、（Ⅱ）

又は（Ⅲ）の割り当てについて具体的に示されたい。 

 

【取扱件数の取扱い】 

当該指定居宅介護支援事業所全体の利用者の総数に指定介護予防支援事業者から委託を

受けた指定介護予防支援に係る利用者（指定居宅介護支援等基準第１３条第２５号に規定

する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住所を有する利用者を除く。）の数に２

分の１を乗じた数を加えた数を当該事業者の常勤換算方法により算定した介護支援専門員

の員数で除して得た数とする。 

 

【居宅介護支援費の割り当て】 

利用者の契約日が古いものから順に、１件目から３９件目（常勤換算方法で一を超える数

の介護支援専門員がいる場合にあっては、４０にその数を乗じた数から１を減じた件数ま

で）については居宅介護支援費（Ⅰ）を算定し、４０件目（常勤換算方法で１を超える数

の介護支援専門員がいる場合にあっては、４０その数を乗じた件数）以降については、取

扱件数に応じ、それぞれ居宅介護支援費（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定すること。 
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（答） 

【例１】 

取扱件数８０人で常勤換算方法で１．５人の介護支援専門員がいる場合 

① ４０（件）×１．５（人）＝６０（人） 

② ６０（人）－１（人）＝５９（人）であることから、 

１件目から５９件目については、居宅介護支援費（Ⅰ）を算定し、６０件目から８０件目につ

いては、居宅介護支援費（Ⅱ)を算定する。 

 

【例２】 

取扱件数１６０人で常勤換算方法で２．５人介護支援専門員がいる場合 

① ４０（件）×２．５（人）＝１００（人） 

② １００（人）－１（人）＝９９（人）であることから、 

１件目から９９件目については、居宅介護支援費（Ⅰ）を算定する。 

１００件目以降については、 

③ ６０（件）×２．５（人）＝１５０（人） 

⑭  １５０（人）－１（人）＝１４９（人）であることから、 

１００件目から１４９件目については、居宅介護支援費（Ⅱ）を算定し、１５０件目から 

１６０件までは、居宅介護支援費（Ⅲ）を算定する。 

なお、ここに示す４０件以上の取扱いについては、介護報酬算定上の取扱いであり、指定居

宅介護支援等の運営基準に規定する介護支援専門員１人当たり標準担当件数３５件の取扱い

と異なるものであるため、標準担当件数が３５件以上４０件未満の場合において、ただちに運

営基準違反となるものではない。 

 

（問５９） 

取扱件数３９・４０件目又は５９・６０件目に当たる利用者について、契約日は同一である

が、報酬単価が異なる利用者（「要介護１・２：１，０５３単位／月」と「要介護３・４・５：

１，３６８単位／月」）であった場合、当該利用者をどのように並べるのか。 

 

（答） 

利用者については、契約日順に並べることとしているが、居宅介護支援費の区分が異なる３

９件目と４０件目又は５９件目と６０件目において、それぞれに当たる利用者の報酬単価が異

なっていた場合については、報酬単価が高い利用者（「要介護３・４・５：１，３６８単位／

月」）から先に並べることとし、４０件目又は６０件目に報酬単価が低い利用者（「要介護１・

２：１，０５３単位／月」）を位置付けることとする。 

※注）報酬単位は平成２７年度報酬改定の単位で記載。 

 

（問６０） 

介護予防支援費の算定において、逓減制は適用されるのか。 

 

（答） 

適用されない。このため、居宅介護支援と介護予防支援との合計取扱件数が４０件以上とな

る場合については、介護予防支援の利用者を冒頭にし、次に居宅介護支援の利用者を契約日が

古いものから順に並べることにより、４０件以上となる居宅介護支援のみ逓減制を適用するこ

ととする。 
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（問６１） 

事業の譲渡、承継が行われた場合の逓減制の取扱いを示されたい。 

 

（答） 

事業の譲渡、承継が行われた場合には、新たに当該事業所の利用者となる者については、譲

渡・承継の日を契約日として取り扱うこととする。逓減制に係る４０件目及び６０件目の取扱

いについては、問５９を参照すること。 

  

 

※１）運営基準減算 （当該月：50／100、２ヶ月以上継続：算定しない） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 イ 注２ 

居宅算定基準留意事項・・第３の６ 

・別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基準減算を適用する。 

・減算要件に該当した場合：所定単位数の５０／１００を算定 

・２ヶ月以上継続している場合：所定単位数は算定しない 

 

【居宅介護支援の業務が適切に行われない場合】 

「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、大臣基準告示第８２号に規定す

るとしたところであるが、より具体的には次のいずれかに該当する場合に減算される。 

これは、適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定を遵守するよ

う努めるものとする。市町村長は、当該規定を遵守しない事業者に対しては、遵守するよう指導

すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討す

るものとする。 

 

（１）指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ利用者に対して、 

・利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること 

・利用者は居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由の説明を求める

ことができることについて文書を交付して説明を行っていない場合には、契約月から当該状態

が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

 

（２）居宅サービス計画の新規作成及びその変更の際、次の場合に減算される。 

① 当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族に面接してい

ない場合には、当該居宅サービス計画に係る月（以下「当該月」という）から当該状態が解消

されるに至った月の前月まで減算する。 

② 当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議の開催等を行っていない場合（やむを

得ない事情がある場合を除く。以下同じ）には、当該月から当該状態が解消されるに至った月

の前月まで減算する。 

③ 当該事業所の介護支援専門員が、居宅サービス計画の原案の内容について利用者又はその家

族に対して説明し、文書により利用者の同意を得た上で、居宅サービス計画を利用者及び担当

者に交付していない場合には、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算す

る。 
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（３）次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議等を行

っていないときには、当該月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。 

① 居宅サービス計画を新規に作成した場合 

② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合 

③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合 

 

（４）居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以下「モニタリグ」と

いう）について、次の場合に減算される。 

① 当該事業所の介護支援専門員が１月に利用者の居宅を訪問し、利用者に面接していない場合

には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算す

る。 

② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態が１月以上継続す

る場合には特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減

算する。 

 

平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問１８１） 

新たに「担当者に対する個別サービス計画の提出依頼」が基準に定められたが、当該基準に

ついては、運営基準減算の対象となる「居宅介護支援の業務が適切に行われない場合」が改正

されていないことから、減算の対象外と考えてよいか。 

 

（答） 

運営基準減算の対象ではないが、個別サービス計画の提出は、居宅介護支援事業所と指定居

宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から導入するものであることから、その趣旨目

的を踏まえ、適切に取り組まれたい。 
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※２）特定事業所集中減算 （－２００単位 ※全利用者に対して）※Ｈ３０改正 

（算定体制届が必要） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 イ 注６ 

居宅算定基準留意事項・・第３の１０ 

 

１ 特定事業所集中減算の概要（添付資料5参照） 

特定事業所集中減算について、請求事業所数の少ないサービスや、主治の医師等により利用す

るサービス提供事業所が決まる医療系サービスは対象サービスから除外する。なお、福祉用具貸

与については、事業所数に関わらずサービスを集中することも可能であるため対象とする。 

居宅介護支援事業所は、毎年度２回、判定期間において作成された居宅サービス計画を対象と

し、正当な理由なく、前６月間に作成した居宅サービス計画に位置づけられた訪問介護サービス

等(※１)の提供総数のうち、同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提供されたものの

占める割合が８０％を超えていた場合は、減算適用期間の居宅介護支援費のすべてについて、１

月につき２００単位を所定単位数から減算する。 

(※１)の訪問介護サービス等 

※特定事業所集中減算の対象サービスは、平成３０年度より以下の４種類となりました。 

 

 

 

２ 判定期間、減算適用期間及び提出期限 

ア 判定期間が前期（３月１日から８月末日）の場合には、減算適用期間は１０月１日から３

月３１日まで 

イ 判定期間が後期（９月１日から２月末日）の場合には、減算適用期間は４月１日から９月 

３０日まで 

＜提出期限＞ 

前期：９月１５日（判定期間が３月１日から８月末日） 

後期：３月１５日（判定期間が９月１日から２月末日） 

※沖縄市からの案内文等の送付はありません。 

 

３ 判定方法及び算定手続等について 

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サービス計画のうち、訪問介

護サービス等について、最もその紹介件数の多い法人（以下「紹介率最高法人」という。）を位

置付けた居宅サービス計画の数の占める割合を計算し、訪問介護サービス等（上記※１参照）の

いずれかについて８０％を超えた場合に減算する。 

（1）具体的な計算式 

事業所ごとに、それぞれのサービスにつき、次の計算式により計算し、いずれかのサービスの値

が８０％を超えた場合に減算する。 

 

 

 

 

 

（２）判定様式は、「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る報告書（様式１）（以下、

当該サービスに係る

紹介率最高法人の居

宅サービス計画数 

当該サービスを位

値付けた計画数 ÷ ≧0.8 

訪問介護、通所介護、地域密着通所介護、福祉用具貸与 
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「報告書」という。）」とする。 

（３）報告書は、すべての居宅介護支援事業所が事業所ごとに作成し、判定期間後の算定期間が

完結してから2年間保存しなければならない。⇒5年間保存が望ましい。 

（４）算定の結果、いずれかのサービスの割合が８０％を超えた場合については、報告書を沖縄

市長に提出期限までに提出しなければならない。正当な理由がある場合は、「特定事業所集

中減算の正当な理由」（様式２）を添付すること。 

  ※正当な理由の有無については市で判断します。 

 

※報告書等の様式は、沖縄市ホームページを参照 

＜沖縄市ホームページ＞ 

 暮らしの情報→高齢者・介護→介護保険事業者向け情報→「特定事業所集中減算の取扱につい

て」 

 

４ 正当な理由の範囲 

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス等が各サービスごとでみた

場合に５事業所未満である場合などサービス事業所が少数である場合 

② 判定期間の１月あたりの平均居宅サービス計画件数が２０件以下であるなど事業所が小規模

である場合 

③ 判定期間の１月当たりの居宅サービス計画のうち、それぞれのサービスが位置づけられた計

画件数が１月当たり平均１０件以下である場合 

④ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合などにより特定の事業者に集中

していると認められる場合 

⑤ その他正当な理由と沖縄市長が認めた場合 

平成30年改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１３５） 

平成28 年５月30 日事務連絡「居宅介護支援における特定事業所集中減算（通所介護・地

域密着型通所介護）の取扱いについて」（介護保険最新情報Vol.553）において、特定事業所

集中減算における通所介護及び地域密着型通所介護の紹介率の計算方法が示されているが、平

成30 年度以降もこの取扱いは同様か。 

 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

※参考（介護保険最新情報vol.553） 

特定事業所集中減算における「通所介護・地域密着型通所介護」の取扱いについて 

（問） 

平成２８年４月１日から特定事業所集中減算の対象サービスとして地域密着型通所介護が加

わったところであるが、平成２８年４月１日前から継続して通所介護を利用している者も多く、

通所介護と地域密着型通所介護とを分けて計算することで居宅介護支援業務にも支障が生じる

と考えるが、減算の適用有無の判断に際して柔軟な取扱いは可能か。 

 



５６ 

 

 

 

ロ 初回加算（１月につき）（３００単位） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ロ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の９ 

※運営基準減算の対象となっている場合は算定できない。 

 

初回加算は、具体的に次のような場合に算定される。 

① 新規に居宅サービス計画を作成する場合 

② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合 

③ 要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 

 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問９） 

利用者が要介護者から要支援者に変更となった事例について、従前、ケアプランを作成して

いた居宅介護支援事業所が、地域包括支援センターから委託を受けて、新規に介護予防サービ

ス計画を作成する場合、初回加算は算定できるのか。 

 

（答） 

初回加算については、介護予防サービス計画を新たに作成するに当たり、新たなアセスメン

ト等を要することを評価したものであり、お尋ねの事例については、算定可能である。 

なお、この考え方については、居宅介護支援事業所に係る初回加算についても、共通である。 

 

（問１１） 

初回加算の算定要件である「新規」には、契約は継続しているが給付管理を初めて行う利用

者を含むと解してよいか。 

 

（答） 

「新規」とは、初めて給付管理を行い、報酬請求を行う月について適用するものである。し

たがって、従前より、契約関係は存在していた利用者についても、初めて報酬請求に至った月

において、初回加算を算定することが可能である。 

なお、この考え方については、居宅介護支援費に係る初回加算についても、共通である。 

 

（答） 

平成２８年４月１日以降平成３０年３月３１日までの間に作成される居宅サービス計画につ

いて特定事業所集中減算の適用を判定するに当たっては、通所介護及び地域密着型通所介護（以

下「通所介護等」という。）のそれぞれについて計算するのではなく、通所介護等のいずれか

又は双方を位置付けた居宅サービス計画数を算出し、通所介護等について最もその紹介件数の

多い法人を位置づけた居宅サービス計画の数の占める割合を計算することとして差し支えな

い。 
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平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問６２） 

初回加算において、新規に居宅サービス計画を作成する場合の「新規」の考え方について示

されたい。 

（答） 

契約の有無に関わらず、当該利用者について、過去二月以上、当該居宅介護支援事業所にお

いて居宅介護支援を提供しておらず、居宅介護支援が算定されていない場合に、当該利用者に

対して居宅サービス計画を作成した場合を指す。なお、介護予防支援における初回加算につい

ても、同様の扱いとする。 

 

 

 

ハ 特定事業所加算（１月につき）（算定体制届が必要）Ｈ３０改正 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ハ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１１ 

 

◆ 特定事業所加算（Ⅰ）（＋５００単位） 

◆ 特定事業所加算（Ⅱ）（＋４００単位） 

◆ 特定事業所加算（Ⅲ）（＋３００単位） 

 

※特定事業所加算(Ⅰ)から特定事業所加算(Ⅲ)までのいずれかの加算を算定している場合において

は特定事業所加算(Ⅰ)から特定事業所加算(Ⅲ)までのその他の加算は算定できない。 

 

◆ 特定事業所加算(Ⅳ)（＋１２５単位）※Ｈ３０ 新設（Ｈ31.4.1適用） 

 

【厚生労働大臣が定める基準】大臣基準告示第８４号 

イ 特定事業所加算（Ⅰ） 次に掲げる基準のいずれにも該当すること。 

(1)専ら指定居宅介護支援（法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。）の提供に

当たる常勤の主任介護支援専門員を２名以上配置していること。 

(2) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を３名以上配置していること。 

(3) 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会

議を定期的に開催すること。 

(4) 24 時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保して

いること。 

(5) 算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護３、要介護４及び要介護

５である者の占める割合が100 分の40 以上であること。 

(6) 当該指定居宅介護支援事業所における介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施している

こと。 

(7) 地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、当該支援が困難

な事例に係る者に指定居宅介護支援を提供していること。 
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(8) 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 

(9) 居宅介護支援費に係る運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 

(10) 指定居宅介護支援事業所において指定居宅介護支援を行う利用者数が当該指定居宅介護

支援事業所の介護支援専門員１人当たり40 名未満であること。 

(11) 法第６９条の２第１項に規定する介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメン

トの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制を確保していること。（平成２８年度の

介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日から適用） 

(12) 他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施してい

ること。 

 

ロ 特定事業所加算（Ⅱ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イ(2)、(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、 (9)、(10) 、(11)及び(12)の基準に適合すること。 

(2) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介護支援専門員を配置していること。 

 

ハ 特定事業所加算（Ⅲ） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イ(3)、(4)、(6)、(7)、(8)、(9)、(10) 、(11)及び(12)の基準に適合すること。 

(2) ロ(2)の基準に適合すること。 

(3) 専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支援専門員を２名以上配置していること。 

 

ニ 特定事業所加算(Ⅳ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)前々年度の3月から前年度の2月までの間において退院・退所加算(Ⅰ)イ、(Ⅰ)ロ、(Ⅱ)イ、(Ⅱ)

ロ又は(Ⅲ)の算定に係る病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設との連

携の回数（第八十五号の二イからホまでに規定する情報の提供を受けた回数をいう。）の合計

が35回以上であること。 

(2)前々年度の3月から前年度の2月までの間においてターミナルケアマネジメント加算を5回

以上算定していること。 

(3)特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)又は(Ⅲ)を算定していること。 

 

 

【特定事業所加算について】 

１ 趣旨 

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対応や、専門性の高い人材の

確保、医療、介護連携への積極的な取組等を総合的に実施することにより、質の高いケアマネジ

メントを実施している事業所を評価し、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメントの

質の向上に資することを目的とするものである。 

 

２ 基本的取扱方針 

特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）の対象となる事業所については、 

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業所であること 

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケー

スでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居宅介護支援事業所である

ことが必要であり、これに加えて、特定事業所加算（Ⅳ）の対象となる事業所においては、日

頃から医療機関等との連携に関0する取組をより積極的に行う事業所であることが必要であ

る。 
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本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、中重度者や支援困難ケースを

中心とした質の高いケアマネジメントを行うという特定事業所の趣旨に合致した適切な運用を

図られるよう留意されたい。 

 

３ 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針 

大臣基準告示第８４号に規定する各要件の取扱については、次に定めるところによること。 

①  (1)関係 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障が

ない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。 

②  (2)関係 

常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援専門員２名を置く必要があるこ

と。したがって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員２名及

び介護支援専門員３名の合計５名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 

③  (3)関係 

「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会

議」は、次の要件を満たすものでなければならないこと。 

ア 議題については、少なくとも次のような議事を含めること。 

（1）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針 

（2）過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方策 

（3）地域における事業者や活用できる社会資源の状況 

（4）保健医療及び福祉に関する諸制度 

（5）ケアマネジメントに関する技術 

（6）利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針 

（7）その他必要な事項 

イ 議事については記録を作成し、2年間保存しなければならないこと。⇒5年間保存が望ましい。 

ウ 「定期的」とは、おおむね週１回以上であること。 

④  （4）関係 

２４時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により連絡を取ることができ、必要

に応じて相談に応じることが可能な体制をとる必要があることを言うものであり、当該事業所の

介護支援専門員が輪番制による対応等も可能であること。 

⑤  (5)関係 

要介護３、要介護４又は要介護５までの者の割合が４０％以上であることについては、毎月そ

の割合を記録しておくこと。なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支援

困難ケースに取り組むべきこととされているものであり、こうした割合を満たすのみではなく、

それ以外のケースについても、常に積極的に支援困難ケースを受け入れるべきものであること。 

また、(7)の要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合」に

該当するケースについては、例外的に(5)の４０％要件の枠外として取り扱うことが可能である

こと（すなわち、当該ケースについては、要介護３、介護４又は要介護５の者の割合の計算の対

象外として取り扱うことが可能）。 

⑥  (6)関係 

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所における介護支援専門員の資質

向上のための研修体系と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、介護支援専門

員について個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、毎年度少なくとも

次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。また、管理者は、研修目標の達成
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状況について、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を講じなければならないこと。なお、年度

の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すればよ

いこと。 

⑦  (7)関係 

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケースを受け入れるものでなけ

ればならず、また、そのため、常に地域包括支援センターとの連携を図らなければならないこと。 

⑧  (9)関係 

特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていないのみならず、特定事業所加算

の趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、実質的にサービス提供事業者からの独立性を確保した事

業所である必要があること。 

⑨  (10)関係 

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して介護支援専門員１名当たり４

０名未満であれば差し支えないこととするが、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケア

マネジメントに支障がでることがないよう配慮しなければならないこと。 

⑩  (11)関係 

協力及び協力体制とは、現に研修における実習等の受入が行われていることに限らず、受入が

可能な体制が整っていることをいう。そのため、当該指定居宅介護支援事業所は、研修の実施主

体との間で実習等の受入を行うことに同意していることを、書面等によって提示できるようにす

ること。 

⑪  (12)関係 

特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマネジメントを実施する事業所として、地域にお

ける居宅介護支援事業所のケアマネジメントの質の向上を牽引する立場にあることから、同一法

人内に留まらず、他の法人が運営する事業所の職員も参画した事例検討会等の取組を、自ら率先

して実施していかなければならない。なお、事例検討会等の内容、実施時期、共同で実施する他

事業所等について、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならな

い。なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画

を策定すること。 

⑫ 特定事業所加算（Ⅱ）について 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員等については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障

がない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務して差し支えないものとする。また、

常勤かつ専従の介護支援専門員３名とは別に、主任介護支援専門員を置く必要があること。した

がって、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援専

門員３名の合計４名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 

⑬ 特定事業所加算（Ⅲ）について 

常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介護支援事業所の業務に支障が

ない場合は、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。また、

常勤かつ専従の介護支援専門員２名とは別に、主任介護専門員を置く必要があること。したがっ

て、当該加算を算定する事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援専門員

２名の合計３名を常勤かつ専従で配置する必要があること。 

⑭ 特定事業所加算Ⅳについて 

ア 退院・退所加算の算定実績について 

退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回数ではなく、

その算定に係る病院等との連携回数が、特定事業所加算（Ⅳ）を算定する年度の前々年度の

３月から前年度の２月までの間において35 回以上の場合に要件を満たすこととなる。 
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イ ターミナルケアマネジメント加算の算定実績について 

ターミナルケアマネジメント加算の算定実績に係る要件については、特定事業所加算（Ⅳ）

を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、算定回数が５回以上

の場合に要件をみたすこととなる。 

ウ 特定事業所加算（Ⅰ）～（Ⅲ）の算定実績について 

特定事業所加算（Ⅳ）は、質の高いケアマネジメントを提供する体制のある事業所が医療・

介護連携に総合的に取り組んでいる場合に評価を行うものであるから、他の要件を満たす場

合であっても、特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）のいずれかを算定していない月は

特定事業所加算（Ⅳ）の算定はできない。 

⑮ その他 

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報公表を行うほか、積極的に特

定事業所加算取得事業所である旨を表示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。また、利

用者に対し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できるよう説明を行うこ

と。 

 

４ 手続 

本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵守状況に関する所定の記録を

作成し、2年間保存するとともに、市町村長から求めがあった場合については、提出しなければ

ならない。⇒5年間保存が望ましい。 

 

平成３０年度改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問１３６） 

特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）において、他の法人が運営する指定居宅介護支援事

業者と共同で事例検討会、研修等を実施することが要件とされ、解釈通知において、毎年度少な

くとも次年度が始まるまでに事例検討会等に係る次年度の計画を定めることとされているが、平

成３０年度はどのように扱うのか。 

 

（答） 

平成３０年度については、事例検討会等の概略や、開催時期等を記載した簡略的な計画を同年

度４月末日までに定めることとし、共同で実施する他事業所等まで、記載した最終的な計画を９

月末日までに定めることとする。なお、９月末日までに当該計画を策定していない場合には、１

０月以降は特定事業所加算を算定できない。 

 

（問１３７） 

特定事業所加算（Ⅰ）から（Ⅲ）において新たに要件とされた、他の法人が運営する居宅介護

支援事業者と共同での事例検討会、研修会等については、市町村や地域の介護支援専門員の職能

団体等と共同して実施した場合も評価の対象か。 

 

（答） 

貴見のとおりである。ただし、当該算定要件における「共同」とは、開催者か否かを問わず２

法人以上が事例検討会等に参画することを指しており、市町村等と共同して実施する場合であっ

ても、他の法人の居宅介護支援事業者が開催者又は参加者として事例検討会等に参画することが
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必要である。 

 

（問１３８） 

特定事業所加算（Ⅳ）については、前々年度の３月から前年度の２月までの間における退院・

退所加算及びターミナルケアマネジメント加算の算定実績等を算定要件とし平成31 年度より

算定可能とされたが、要件となる算定実績について平成31年度はどのように取り扱うのか。 

 

（答） 

平成31 年度に限っては、前々年度の３月において平成30 年度介護報酬改定が反映されてい

ないため、退院・退所加算及びターミナルケアマネジメント加算それぞれについて、以下の取扱

いとする。 

【退院・退所加算】 

平成29 年度３月における退院・退所加算の算定回数と平成30 年度４月から同年度２月まで

の退院・退所加算の算定に係る病院等との連携回数の合計が35 回以上である場合に要件を満た

すこととする。 

【ターミナルケアマネジメント加算】 

平成30 年度の４月から同年度の２月までの算定回数が５回以上である場合に要件を満たす

こととする。 

なお、退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回数ではなく、

その算定に係る病院等との連携回数の合計により、例えば、特定事業所加算(Ⅳ)を算定する年度

の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、退院・退所加算(Ⅰ)イを10 回、退院・

退所加算(Ⅱ)ロを10 回、退院・退所加算(Ⅲ)を２回算定している場合は、それらの算定に係る

病院等との連携回数は合計36 回であるため、要件を満たすこととなる。 

 

平成２７年度改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

（問１８５） 

特定事業所加算に「介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関

する実習」等に協力又は協力体制を確保していること」が加えられたが、この要件は、平成２８

年度の介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表の日から適用となっている。新規に加算を取

得する事業所又は既に特定事業所加算を取得している事業所は、当該用件は満たしていなくて

も、平成２７年４月から加算を取得できると考えてよいのか。また、適用日に合わせて体制等状

況一覧表の届出は必要であるか。 

 

（答） 

適用日以前は、要件を満たしていなくても加算は取得できる。また、体制等状況一覧表は、適

用日の属する月の前月の１５日までに提出する必要がある。 

 

（問１８６） 

特定事業所加算に「介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に関

する実習」等に協力又は協力体制を確保していること」が加えられたが、実習受入以外に該当す

る者は何か。例えば、地域で有志の居宅介護支援事業所が開催する研修会の引き受けるといった

場合は含まれるのか。 

また、実習受入れの際に発生する受入れ経費（消耗品、連絡経費等）は加算の報酬として評価
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されていると考えてよいか。（実務研修の受入れ費用として、別途、介護支援専門員研修の研修

実施機関が負担すべきか否かを検討しているため） 

 

（答） 

ＯＪＴの機会が十分でない介護支援専門員に対して、地域の主任介護支援専門員が同行して指

導・支援を行う研修（地域同行型実地研修）や、市町村が実施するケアプラン点検に主任介護支

援専門員を同行させるなどの人材育成の取組みを想定している。当該事例についても要件に該当

し得るが、具体的研修内容は、都道府県において適切に確認されたい。 

また、実習受入れの際に発生する受入れ経費（消耗品費、連絡経費等）の取扱いについては、

研修実施機関と実習を受け入れる事業所の間で適切に取り決められたい。 

 

平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2）【修正】 

（平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1）により修正） 

（問３０） 

特定事業所加算（Ⅰ）を算定している事業所が、算定要件のいずれかを満たさなくなった場合

における特定事業所加算の取扱い及び届出に関する留意事項について。 

 

（答） 

特定事業所加算については、月の１５日以前に届出を行った場合には届出日の翌月から、１６

日以降に届出を行った場合には届出日の翌々月から算定することとする。この取扱いについては

特定事業所加算（Ⅱ）を算定していた事業所が（Ⅰ）を算定しようとする場合の取扱いも同様で

ある（届出は変更でよい。）。 

また、特定事業所加算を算定する事業所は、届出後も常に要件を満たしている必要があり、要

件を満たさなくなった場合は、速やかに廃止の届出を行い、要件を満たさないことが明らかとな

ったその月から加算の算定はできない取扱いとなっている。 

ただし、特定事業所加算（Ⅰ）を算定していた事業所であって、例えば、要介護３、要介護４

又は要介護５の者の割合が４０％以上であることの要件を満たさなくなる場合は、（Ⅰ）の廃止

後（Ⅱ）を新規で届け出る必要はなく、（Ⅰ）から（Ⅱ）への変更の届出を行うことで足りるも

のとし、届出日と関わりなく、（Ⅰ）の要件を満たせなくなったその月から（Ⅱ）の算定を可能

であることとする（下図参照）。 

この場合、国保連合会のデータ処理期間等の関係もあるため速やかに当該届出を行うこと。 

 

例：特定事業所加算（Ⅰ）を取得していた事業所において、8月中に算定要件が変動した場合 

 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（Ⅰ）（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅱ）（Ⅱ）（Ⅱ）（Ⅱ）（Ⅱ）（Ⅱ）（Ⅱ）

Ⅰ→Ⅱ
へ変更

算定できる加

 

 

○8月の実績において、（Ⅰ）の要件を満たさないケース・・・8月から（Ⅰ）は算定できない

ため、速やかに（Ⅱ）への変更届を行う。 
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平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問１４） 

居宅介護支援事業所の特定事業所加算を取得した事業所は、毎月、「所定の記録」を策定しな

ければならないこととされているが、その様式は示されるのか。 

 

（答） 

｢居宅介護支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に係る記録（保存用）｣に従い、

毎月、作成し、2年間保存しなければならない。⇒5年間保存が望ましい。 

 

ニ 入院時情報連携加算（1 月につき） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ニ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１２ 

 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２００単位／月 

入院時情報連携加算（Ⅱ） １００単位／月 

 

・利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は診療所の職員に対して、当該利用 

者の心身の状況や生活環境等の当該利用者に係る必要な情報を提供した場合に利用者１人につ

き１月に１回を限度として算定する。 

・次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しな

い。 

 

・「必要な情報」とは、具体的には、利用者の入院日、当該利用者の心身の状況（例えば疾患・病

歴、認知症の有無や徘徊等の行動の有無など）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴、介護者

の介護方法や家族介護者の状況など）及びサービスの利用状況をいう。 

・情報提供を行った日時、場所（医療機関へ出向いた場合）、内容、提供手段（面談、ＦＡＸ等）

等について居宅サービス計画等に記録すること。なお、情報提供の方法としては、居宅サービス

計画等の活用が考えられる。 

 

※入院の日数の数え方について 

 〇介護保険法第201 条（期間の計算） 

  この法律又はこの法律に基づく命令に規定する期間の計算については、民法の期間に関する

※算定要件 

入院時情報連携加算（Ⅰ）  

利用者が入院してから３日以内に、医療機関の職員に対し、当該病院又は診療所の職員に対して

必要な情報提供を行った場合。 

入院時情報連携加算（Ⅱ）  

利用者が入院してから４日以上７日以内に、医療機関の職員に対し、当該病院又は診療所の職員

に対して必要な情報提供を行った場合。 
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規定を準用する。 

〇民法第140 条（暦法的計算による期間の起算日） 

日、週、月又は年によって期間を定めたときは、期間の初日は算定しない。ただし、その期間

が 午前零時から始まるときは、この限りでない。 

例）入院が10 月25 日午後２時の場合⇒入院1 日目は10 月26 日と考える。 

平成３０年改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１３９） 

先方と口頭でのやりとりがない方法（ＦＡＸやメール、郵送等）により情報提供を行った場

合には、送信等を行ったことが確認できれば入院時情報連携加算の算定は可能か。 

 

（答） 

入院先の医療機関とのより確実な連携を確保するため、医療機関とは日頃より密なコミュニ

ケーションを図ることが重要であり、ＦＡＸ等による情報提供の場合にも、先方が受け取った

ことを確認するとともに、確認したことについて居宅サービス計画等に記録しておかなければ

ならない。 

 

 

平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問６４） 

前月に居宅サービス計画に基づき介護保険サービスを利用していた利用者について、当該月

分の居宅サービス計画の作成及び介護保険サービスの利用がなされていない状況で、病院又は

診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供した場合における医療連携加算算定

の取扱いについて具体的に示されたい。 

 

（答） 

居宅サービス計画に基づいて介護保険サービスを利用した翌月の１０日（前月の介護給付費

等の請求日）までに、当該利用者に係る必要な情報提供を行った場合に限り、算定可能である。

したがって、下記の例においては、Ａ、Ｂは算定可能であるが、１０日を過ぎて情報提供をお

こなったＣについては算定することができない。 

<例>
7/12

→

情
報
提
供
Ａ

→

入
院

→

情
報
提
供
Ｂ

→

6
月
分
請
求
日

→

情
報
提
供
Ｃ

6/1 7/1 7/5 7/7 7/10

介護保険サービス利用

介護保険サービ
ス利用なし
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ホ 退院・退所加算（Ｈ30 改正） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ホ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１３ 

 

イ 退院・退所加算（Ⅰ）イ ４５０単位 

ロ 退院・退所加算（Ⅰ）ロ ６００単位 

ハ 退院・退所加算（Ⅱ）イ ６００単位 

二 退院・退所加算（Ⅱ）ロ ７５０単位 

ホ 退院・退所加算（Ⅲ） ９００単位 

 

・厚生労働大臣の定める基準に掲げる区分に従い、入院又は入所期間中につき１回を限度に算定で

きる。 

・上記イ～ホのいずれかの加算を算定する場合においては、イ～ホに掲げるその他の加算は算定し

ない。 

 

（１）総論 

・当該加算の退院・退所とは、病院若しくは診療所からの退院、地域密着型介護老人福祉施設若

しくは介護保険施設（以下｢病院等｣という）からの退所（地域密着型介護老人福祉施設入所者

生活介護又は介護福祉施設サービスの在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）であ

る。 

・当該病院等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上で、居宅サービス計画を

作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合に、当該居宅

サービス又は地域密着型サービスに利用開始月に算定する。 

・初回加算を算定する場合は、算定しない。 

・利用者に関する必要な情報については、「退院・退所加算に係る様式例」を参照（添付資料6）

のこと。 

 

（２）算定区分について 

退院・退所加算については、以下の①～③の算定区分により、入院又は入所期間中１回（医師

等からの要請により退院に向けた調整を行うための面談に参加し、必要な情報を得た上で、居宅

サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行った場合

を含む）のみ算定することができる。 

 

① 退院・退所加算（Ⅰ）イ・ロ 

退院・退所加算（Ⅰ）イ及びロについては、病院等の職員からの情報収集を１回行っている場合

に算定可能であり、うち（Ⅰ）ロについてはその方法がカンファレンスである場合に限る。 

② 退院・退所加算（Ⅱ）イ・ロ 

・ 退院・退所加算（Ⅱ）イについては、病院等の職員からの情報収集を２回以上行っている場

合に算定が可能。 

・ 退院・退所加算（Ⅱ）ロについては、病院等の職員からの情報収集を２回行っている場合で

あって、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

③ 退院・退所加算（Ⅲ） 

退院・退所加算（Ⅲ）については、病院等の職員からの情報収集を３回以上行っている場合であ
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って、うち１回以上がカンファレンスによる場合に算定が可能。 

（３） その他の留意事項 

① （２）に規定するカンファレンスは以下のとおりとする。 

イ 病院又は診療所 

診療報酬の算定方法（平成20 年厚生労働省告示第59 号）別表第１医科診療報酬点数

表の退院時共同指導料２の注３（※）の要件を満たすもの。 

（※）入院中の保健医療機関の保険医が、当該患者の退院後の在宅療養を担う保健医療機関の保険医若しくは看護師等、保険

医である歯科医師若しくはその指示を受けた歯科衛生士、保険薬局の保健薬剤師、訪問看護ステーション等の看護師等（准

看護師を除く）又は居宅介護支援事業者の介護支援専門員のうちいずれかの3者以上と共同して指導を行った場合。 

ロ 地域密着型介護老人福祉施設 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18 年３月14 

日厚生労働省令第34 号。以下このロにおいて「基準」という。）第134 条第６項及び第

７項に基づき、入所者への援助及び居宅介護支援事業者への情報提供等を行うにあたり実施

された場合の会議。ただし、基準第131 条第１項に掲げる地域密着型介護老人福祉施設に

置くべき従業者及び入所者又はその家族が参加するものに限る。 

ハ 介護老人福祉施設 

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11 年３月31 日厚生

省令第39 号。以下このハにおいて「基準」という。）第７条第６項及び第７項に基づき、

入所者への援助及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場

合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人福祉施設に置くべき従業者及び入所者又は

その家族が参加するものに限る。 

ニ 介護老人保健施設 

介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成11 年３月31 日

厚生省令第40 号。以下このニにおいて「基準」という。）第８条第６項に基づき、入所

者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の

会議。ただし、基準第２条に掲げる介護老人保健施設に置くべき従業者及び入所者又はその

家族が参加するものに限る。 

ホ 介護医療院 

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30 年１月18 日厚生

労働省令第５号。以下このホにおいて「基準」という。）第12 条第６項に基づき、入所

者への指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供等を行うにあたり実施された場合の

会議。ただし、基準第４条に掲げる介護医療院に置くべき従業者及び入所者又はその家族が

参加するものに限る。 

ヘ 介護療養型医療施設（平成35 年度末までに限る。） 

健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第八十三号）附則第百三十条の二第

一項の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準（平成11 年厚生省令第41 号。以下このヘにおいて「基準」とい

う。）第９条第５項に基づき、患者に対する指導及び居宅介護支援事業者に対する情報提供

等を行うにあたり実施された場合の会議。ただし、基準第２条に掲げる介護療養型医療施設

に置くべき従業者及び患者又はその家族が参加するものに限る。 

②  同一日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、１

回として算定する。 

③ 原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後7

日以内に情報を得た場合には算定することとする。 
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④  カンファレンスに参加した場合は、（１）において別途定める様式ではなく、カンファ 

レンスの日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利 

用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。 

・同１日に必要な情報の提供を複数回受けた場合又はカンファレンスに参加した場合でも、 

１回として算定する。 

・原則として、退院・退所前に利用者に関する必要な情報を得ることが望ましいが、退院後 

７日以内に情報を得た場合には算定することとする。 

・上記にかかる会議（カンファレンス）に参加した場合は、別途定める様式ではなく、当該 

会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出席者、内容の要点等について居宅サービ 

ス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写しを添付すること。 

 

 

平成３０年度改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１４０） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ及び（Ⅲ）の算定において評価の対象となるカンファレン

スについて、退所施設の従業者として具体的にどのような者の参加が想定されるのか。 

 

（答） 

退所施設からの参加者としては、当該施設に配置される介護支援専門員や生活相談員、支援相

談員等、利用者の心身の状況や置かれている環境等について把握した上で、居宅介護支援事業所

の介護支援専門員に必要な情報提供等を行うことができる者を想定している。 

 

 

平成24 年度改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問111） 

病院に入院・退院し、その後老健に入所・退所した場合の算定方法は、次の①～③のいずれか。 

① 病院、老健でそれぞれ算定。 

② 病院と老健を合わせて算定。 

③ 老健のみで算定。 

 

（答） 

退院・退所に当たっては、共有した情報に基づき居宅サービス計画を作成することにより、よ

り適切なサービスの提供が行われるものと考えられることから、利用者の状態を適切に把握でき

る直近の医療機関等との情報共有に対し評価すべきものであり、本ケースにおいては③で算定す

る。 

 

 



６９ 

 

平成24 年度改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問19） 

「医師等からの要請により～」とあるが、医師等から要請がない場合（介護支援専門員が自発

的に情報を取りに行った場合）は、退院・退所加算は算定できないのか。 

 

（答） 

介護支援専門員が、あらかじめ医療機関等の職員と面談に係る日時等の調整を行った上で、情

報を得た場合も算定可能。 

 

（問20） 

退院・退所加算について、「また、上記にかかる会議（カンファレンス）に参加した場合は、

（１）において別途定める様式ではなく、当該会議（カンファレンス）等の日時、開催場所、出

席者、内容の要点等について居宅サービス計画等に記録し、利用者又は家族に提供した文書の写

しを添付すること。」とあるが、ここでいう居宅サービス計画等とは、具体的にどのような書類

を指すのか。 

 

（答） 

居宅サービス計画については、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示につ

いて」（平成11 年11 月12 日付け老企第29 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）におい

て、標準例として様式をお示ししているところであるが、当該様式の中であれば第５表の「居宅

介護支援経過」の部分が想定され、それ以外であれば上記の内容を満たすメモ等であっても可能

である。 

 

（問21） 

入院中の担当医等との会議（カンファレンス）に参加した場合、当該会議等の日時、開催場所、

出席者、内容の要点等について記録し、『利用者又は家族に提供した文書の写し』を添付するこ

とになっているが、この文書の写しとは診療報酬の退院時共同指導料算定方法でいう「病院の医

師や看護師等と共同で退院後の在宅療養について指導を行い、患者に情報提供した文書」を指す

と解釈してよいか。 

 

（答） 

そのとおり。 

 

平成24 年度改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.3） 

 

（問７） 

転院・転所前の医療機関等から提供された情報を居宅サービス計画に反映した場合、退院・退

所加算を算定することは可能か。 
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（答） 

可能である。 

退院・退所加算は、原則、利用者の状態を適切に把握できる退院・退所前の医療機関等との情

報共有に対し評価するものであるが、転院・転所前の医療機関等から提供された情報であっても、

居宅サービス計画に反映すべき情報であれば、退院・退所加算を算定することは可能である。 

なお、この場合においても、退院・退所前の医療機関等から情報提供を受けていることは必要

である。 

 

（問８） 

4 月に入院し、6 月に退院した利用者で、4 月に1 回、6 月に1 回の計2 回、医療機関等

から必要な情報の提供を受けた場合、退院・退所加算はいつ算定するのか。 

 

（答） 

利用者の退院後、6 月にサービスを利用した場合には6 月分を請求する際に、2 回分の加算

を算定することとなる。 

なお、当該月にサービスの利用実績がない場合等給付管理票が作成できない場合は、当該加算

のみを算定することはできないため、例えば、6 月末に退院した利用者に、7 月から居宅サー

ビス計画に基づいたサービスを提供しており、入院期間中に2 回情報の提供を受けた場合は、7 

月分を請求する際に、2 回分の加算を算定することが可能である。ただし、退院・退所後の円滑

なサービス利用につなげていることが必要である。 

 

 

平成２１年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問６５） 

退院・退所加算（Ⅰ）・（Ⅱ）の算定に当たり、居宅サービス又は地域密着型サービスを利用

した場合、具体的にいつの月に算定するのか。 

 

（答） 

退院又は退所に当たって、保険医療機関等の職員と面談等を行い、利用者に関する必要な情報

の提供を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に

関する調整を行った場合で、当該利用者が居宅サービス又は地域密着型サービスの利用を開始し

た月に当該加算を算定する。 

ただし、利用者の事情等により、退院が延長した場合については、利用者の状態の変化が考え

られるため、必要に応じて、再度保険医療機関等の職員と面談等を行い、直近の情報を得ること

とする。なお、利用者の状態に変化がないことを電話等で確認した場合は、保険医療機関等の職

員と面談等を行う必要はない。 

 

（問６６） 

病院等の職員と面談等を行い、居宅サービス計画を作成したが、利用者等の事情により、居宅

サービス又は地域密着型サービスを利用するまでに、一定期間が生じた場合の取扱いについて示

されたい。 
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（答） 

退院・退所加算（Ⅰ）・（Ⅱ）については、医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、

退院・退所時に、病院等と利用者に関する情報共有等を行う際の評価を行うものである。また、

当該情報に基づいた居宅サービス計画を作成することにより、利用者の状態に応じた、より適切

なサービスの提供が行われるものと考えられることから、利用者が当該病院等を退院・退所後、

一定期間サービスが提供されなかった場合は、その間に利用者の状態像が変化することが想定さ

れるため、行われた情報提供等を評価することはできないものである。このため、退院・退所日

が属する日の翌月末までにサービスが提供されなかった場合は、当該加算は算定することができ

ないものとする。 

 

<例>
8/1

サービス提供なし

6/276/20 7/1

算定不可

8月から

退院・退所日が決まり、

病院等の職員と面談等

を行い、居宅サービス
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ヘ 小規模多機能型居宅介護事業所連携加算（＋３００単位） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ヘ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１４ 

 

・利用者が指定小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際に、当該利用者に係る必要な情報を出

向いて提供し、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所における居宅サービス計画の作成等に協

力した場合に算定できる。 

・利用開始日前６月以内において、当該利用者にかかる本加算を算定している場合は、算定しない。 

・利用者が小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができる。 

 

 

ト 看護小規模多機能型居宅介護事業所連携加算（＋３００単位） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 ト 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１５ 

 

・利用者が看護小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際に、当該利用者に係る必要な情報を出

向いて提供し、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所における居宅サービス計画の作成等に協

力した場合に算定できる。 

・利用開始日前６月以内において、当該利用者にかかる本加算を算定している場合は、算定しない。 

・看護小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができる。 

 

チ 緊急時等居宅カンファレンス加算（＋２００単位） 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 チ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１６ 

 

・病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、カンフ

ァレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合に、利用者１人につき１

月に２回を限度として算定できる。 

・カンファレンスの実施日（指導した日が異なる場合は指導日もあわせて）、カンファレンスに参

加した医療関係職種等の氏名及びそのカンファレンスの要点を居宅サービス計画等に記載する

こと。 

・当該カンファレンスは、利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な変

更等の必要が生じた場合に実施されるものであることから、利用者の状態像等が大きく変化して

いることが十分想定されるため、必要に応じて、速やかに居宅サービス計画を変更し、居宅サー

ビス及び地域密着型サービスの調整を行うなど適切に対応すること。 
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平成24 年度改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問112） 

カンファレンス後に入院などで給付管理を行わない場合には、加算のみを算定できるのか。 

 

（答） 

月の途中で利用者が入院した場合などと同様、居宅介護支援を算定できる場合には、当該加算

も算定することが出来るが、サービスの利用実績がない場合等給付管理票が作成できない場合は

居宅介護支援を算定することができないため、当該加算についても算定できない。 

 

（問113） 

「必要に応じてサービスの利用に関する調整を行った場合」とあるが、結果として調整しなか

った場合も算定できるのか。 

 

（答） 

当該カンファレンスは、利用者の病状が急変した場合や、医療機関における診療方針の大幅な

変更等の必要が生じた場合に実施されるものであることから、利用者の状態像等が大きく変化し

ていることが十分想定されるところであるが、結果的に調整の必要性が生じなかった場合につい

ても評価をするものであり算定できる。 

 

 

リ ターミナルケアマネジメント加算（＋4００単位）※Ｈ３０新設 

 

居宅算定基準・・・・・・別表 リ 注 

居宅算定基準留意事項・・第３の１７ 

 

・ケアマネジメントプロセスの簡素化 

著しい状態の変化を伴う末期の悪性腫瘍の利用者については、主治の医師の助言を得ることを前

提として、サービス担当者会議の招集を不要とすること等によりケアマネジメントプロセスを簡素

化する。 

 

・頻回な利用者の状態変化等の把握等に関する評価の創設 

末期の悪性腫瘍の利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得つつ、ターミ

ナル期に通常よりも頻回な訪問により利用者の状態変化やサービス変更の必要性を把握するとと

もに、そこで把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等や居宅サービス事業者

へ提供した場合を新たに評価する。 

 

＜算定用件＞ 

・在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）に対して、別に厚生労働大臣が定

める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所が、その死

亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用

者の居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治の医師及び居宅サービス計画

に位置づけた居宅サービス事業者に提供した場合は、１月につき所定単位数を加算する。 
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・ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者について、二十四時間連絡 

できる体制を確保しており、かつ、必要に応じて指定居宅介護支援を行うことができる体 

制を整備していること。 

 

（ターミナルケアマネジメント加算について） 

 

（１） ターミナルケアマネジメント加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算す

ることとするが、利用者の居宅を最後に訪問した日の属する月と、利用者の死亡月が異なる

場合には、死亡月に算定することとする。 

 

（２） ターミナルケアマネジメント加算は、１人の利用者に対し、１か所の指定居宅介護支援

事業所に限り算定できる。なお、算定要件を満たす事業所が複数ある場合には、当該利用者

が死亡日又はそれに最も近い日に利用した指定居宅サービスを位置づけた居宅サービス計

画を作成した事業所がターミナルケアマネジメント加算を算定することとする。 

 

（３） ターミナルケアマネジメントを受けることについて利用者が同意した時点以降は、次に

掲げる事項を支援経過として居宅サービス計画等に記録しなければならない。 

① 終末期の利用者の心身又は家族の状況の変化や環境の変化及びこれらに対して居宅介護支

援事業者が行った支援についての記録 

② 利用者への支援にあたり、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービ

ス事業者等と行った連絡調整に関する記録 

 

（４） ターミナルケアマネジメントを受けている利用者が、死亡診断を目的として医療機関へ

搬送され、24 時間以内に死亡が確認される場合等については、ターミナルケアマネジメン

ト加算を算定することができるものとする。特定事業所加算算定事業所は、質の高いケアマ

ネジメントを実施する事業所として、地域における居宅介護支援事業所のケアマネジメント

の質の向上を牽引する立場にあることから、同一法人内に留まらず、他の法人が運営する事

業所の職員も参画した事例検討会等の取組を、自ら率先して実施していかなければならな

い。なお、事例検討会等の内容、実施時期、共同で実施する他事業所等について、毎年度少

なくとも次年度が始まるまでに次年度の計画を定めなければならない。なお、年度の途中で

加算取得の届出をする場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すること。 
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（３）介護予防支援の介護報酬 

 

イ 介護予防支援費（１月につき）Ｒ元.10 改正  

 

介護予防算定基準・・・・・別表 イ 注１、注２ 

 

介護予防支援費 → ４３1単位／月 

 

ロ 初回加算 

 

介護予防算定基準・・・・別表ロ 

介護予防算定基準解釈・・・第2の12【11】（1） 

 

初回加算 → ３００単位／月 

 

予防給付における初回加算の算定に当たっては、新規に介護予防サービス計画を作成した場合の介

護予防支援費に加算する。 

 

ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 

 

介護予防算定基準・・・・別表ハ 

介護予防算定基準解釈・・・第2の12【11】（2） 

 

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 → ３００単位 

 

利用者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用を開始する際に、当該利用者に係る必要な情

報を出向いて提供し、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における指定介護予防サー

ビス等に係る計画の作成等に協力した場合に算定できる。 

 

平成２７年度改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

 

（問１８９） 

介護予防・日常生活支援総合事業による介護予防ケアマネジメントを受けている者が、介護予

防支援に移行した場合は、介護予防支援の初回加算は算定できるのか。 

 

（答） 

要支援者又はチェックリスト該当者に対して介護予防ケアプランを作成することは、要支援者

に対して介護予防サービス計画を作成することと同等であることから、初回加算を算定できるの

は、留意事項通知に示す、新規で介護予防サービス計画を作成する場合である。具体的には、過

去２月以上地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマネジメントを提供しておらず、介護予

防ケアマネジメントが算定されていない場合に、当該利用者に対して介護予防サービス計画を作

成した場合には算定が可能である。 
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平成２４年度改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１１４） 

介護予防支援の運営基準において、業務委託の件数制限（介護支援専門員１人８件）が廃止さ

れるが、委託について一切制限はないのか。また、介護予防支援は２件を１件とカウントする方

法及び居宅介護支援事業所において４０件以上となった場合の逓減制はどのように取り扱うの

か。 

 

（答） 

介護予防支援事業所から居宅介護支援事業所に対して、介護予防支援の業務を委託する場合

は、「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準について」（厚生労働省老健局振興課長、老人保健課長連

名通知）の記載どおり、受託する居宅介護支援事業所における居宅介護支援の適正な実施に影響

を及ぼさないよう、委託する業務の範囲及び業務量について、十分配慮しなければならないもの

である。 

また、居宅介護支援費の算定の際の介護予防支援の件数を２分の１でカウントする方 

法及び逓減制の取扱いについては、適切なケアマネジメントを確保する観点から従来通りの取扱

いとする。 

 

平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問９） 

利用者が要介護者から要支援者に変更となった事例について、従前、ケアプランを作成してい

た居宅介護支援事業所が、地域包括支援センターから委託を受けて、新規に介護予防サービス計

画を作成する場合、初回加算は算定できるのか。 

 

（答） 

初回加算については、介護予防サービス計画を新たに作成するに当たり、新たなアセスメント

等を要することを評価したものであり、お尋ねの事例については、算定可能である。 

なお、この考え方については、居宅介護支援事業所に係る初回加算についても、共通である。 

 

（問１０） 

介護予防支援業務を委託している居宅介護支援事業所が変更となった場合についても、初回加

算を算定することができるのか。また、転居等により介護予防支援事業所が変更となった場合は

どうか。 

 

（答） 

前者のケースについては、委託された居宅介護支援事業所は変更になっても、当該介護予防支

援事業所としては初めて当該利用者を担当するわけではないので、初回加算を算定することがで

きない。 

また、後者のように、転居等により介護予防支援事業所が変更となった場合については、介護

予防支援事業所としては初めて当該利用者を担当するわけなので、初回加算を算定することが可
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能である。 

 

（問１１） 

初回加算の算定要件である「新規」には、契約は継続しているが給付管理を初めて行う利用者

を含むと解してよいか。 

 

（答） 

「新規」とは、初めて給付管理を行い、報酬請求を行う月について適用するものである。した

がって、従前より、契約関係は存在していた利用者についても、初めて報酬請求に至った月にお

いて、初回加算を算定することが可能である。なお、この考え方については、居宅介護支援費に

係る初回加算についても、共通である。 

 

（問１２） 

契約期間が終了したものの、その翌日に、再度、契約がされた場合については、再度の契約時

の際に初回加算は算定できるのか。 

 

（答） 

初回加算については、実質的に、介護予防支援事業所が、初めて、利用者に対する対応を行う

際に、その手間等を評価するという趣旨であるので、契約が実質的に継続するようなケースにつ

いては、算定することはできない。 

なお、この取扱方針は、形式的な空白期間をおいたとしても同様である。 
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（３） （介護予防）小規模多機能型居宅介護の介護報酬（一部抜粋） 

 

1） 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）Ｒ元.10 改正  

 

地域密着算定基準・・・・別表4 イ 注１、注２ 

 

地域密着算定基準解釈・・第2の５（1） 

 

 同一建物に居住していない 同一建物に居住している 

要支援1 3,418単位 3,080単位 

要支援2 6,908単位 6,224単位 

要介護1 10,364単位 93,38単位 

要介護2 15,232単位 13,724単位 

要介護3 22,157単位 19,963単位 

要介護4 24,454単位 22,033単位 

要介護5 26,694単位 24,295単位 

 

【小規模多機能型居宅介護費の算定について】 

① 小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事業所へ登録した者について、

登録者の居住する場所及び要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞ

れ所定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中から登録を終了した場合に

は、登録していた期間（登録日から当該月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日ま

で）に対応した単位数を算定することとする。また、月途中から小規模多機能型居宅介護

事業所と同一建物に転居した場合又は月途中から小規模多機能型居宅介護事業所と同一建

物から同一建物ではない建物に転居した場合には、居住していた期間に対応した単位数を

算定することとする。 

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模機能型居宅介護事業者と利 

用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始

した日とする。また、「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事業者との

間の利用契約を終了した日とする。 

② 「同一建物」とは、当該小規模多機能型居宅介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建

築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅

に限る。）を指すものであり、具体的には、当該建物の一階部分に小規模多機能型居宅介

護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当し、同一敷地内

にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。また、ここでいう同一の

建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該小規模多機能型居宅介護事業所の小

規模多機能型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。 
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2） 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について（70／100） 

 

地域密着算定基準解釈・・第2の1通則（8）④ 

・看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消されるに至

った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法

に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。

小規模多機能型居宅介護事業所並びに看護小規模多機能型居宅介護事業所における介護支援専

門員が必要な研修を修了していない場合についても、同様の取扱いとする。 

ただし、都道府県における研修の開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員

基準欠如となった場合に、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては介護支援専門員を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修

の申込を行い、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込

まれるときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いとする。なお、当該介護

支援専門員又は当該計画作成担当者が受講予定の研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算

定方法に従って、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととするが、当該介護支援専

門員等が研修を修了しなかった理由が、当該介護支援専門員等の急な離職等、事業所の責に帰す

べき事由以外のやむを得ないものである場合であって、当該離職等の翌々月までに、研修を修了

することが確実に見込まれる介護支援専門員等を新たに配置したときは、当該研修を修了するま

での間は減算対象としない取扱いとすることも差し支えない。 

 

3） サービス提供が過少である場合の減算について（70／100） 

 

地域密着算定基準・・・・別表4 イ 注4 

地域密着算定基準解釈・・第2の５（3） 

・事業所が提供する通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスの算定月における提供回数につ

いて、登録者１人当たり平均回数が、週４日に満たない場合は、所定単位数の１００分の70に

相当する単位数を算定する。 

サービス提供が過少である場合の減算について 

① 「利用者一人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算定し

たサービス提供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除

したものに、７を乗ずることによって算定するものとする。なお、介護予防小規模多機能

型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、小規模多機能型居宅介護の事業と介護予防

小規模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合に

あっては、当該事業所における小規模多機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅

介護のサービス提供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予防小規模多機

能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計算を行うこと。 

  イ．通いサービス 

    １人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては、複数回の算定

を可能とする。 

  ロ．訪問サービス 

    １回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。なお、小規模多機能型居宅介

護の訪問サービスは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声

かけ等を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えない。 

  ハ．宿泊サービス 
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    宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。ただし、通いサービスに

引き続いて宿泊サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計２回として算定するこ

と。 

②  登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、利用開始日の前日以前又は

利用終了日の翌日以降の日数については、①の日数の算定の際に控除するものとすること。

登録者が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）についても同様の取扱い

とする。 

③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には、事業所に対し適切

なサービスの提供を指導するものとする。 

 

 

平成24年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.2） 

 

（問28） 

 「サービス提供が過少である場合の減算」及び「事業開始時支援加算」における登録者数

に、障害者自立支援法に基づく基準該当生活介護等の利用者を含めるのか。 

 

（答） 

基準該当生活介護の利用者については、通いサービスを利用するために小規模多機能型居

宅介護に登録を受けた者と定義されており、介護保険法における指定（介護予防）小規模多

機能型居宅介護事業所の登録者とはみなされないことから、これら加算・減算の算定の基準

となる登録者には含まれない。 

なお、この取扱いについては、障害者自立支援法の基準該当障害福祉サービスとして実施

される又は構造改革特区の認定を受けて実施される自立訓練、児童発達支援、放課後等デイ

サービス又は短期入所の受け入れについても同様である。 

 

※ 指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害者自立支援法に基づく基準該当生活介

護利用者等の受け入れに関するQ&A（平成22年6月1日）問１は削除する。 

（削除） 

 次のＱ＆Ａを削除する。 

１ 指定小規模多機能型居宅介護事業所における障害者自立支援法に基づく基準該当生活介

護利用者等の受け入れに関するQ&A（平成22年6月1日）問２ 

２ 指定小規模多機能型居宅介護の基準に関するQ&A（平成22年9月29日）問１ 

 

平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（Vol.1） 

（問127） 

サービス提供が過小である場合の減算の取扱いについて、電話による見守りをサービス提

供回数に含めることは可能か。 

  

（答） 

 利用者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った場合は、サービス提供回数に含める

ことは可能であるが、電話による見守りはサービス提供回数に含めることはできない。 
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4） 総合マネジメント体制強化加算（＋1000 単位） 

 

地域密着算定基準・・・・別表4 リ 

地域密着算定基準解釈・・第2の５（8） 

・別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村に届け出た指定小規模多機能型

居宅介護事業所が、指定小規模多機能型居宅介護の質を継続的に管理した場合は、１月につき所定

単位数を加算する。 

 

 

総合マネジメント体制強化加算について 

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定小規模多機能型居宅介護事業所において、登録者が

住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつ

つ、登録者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、「通い・訪問・宿泊」

を柔軟に組み合わせて提供するために、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その

他の関係者が日常的に行う調整や情報共有、多様な関係機関や地域住民等との調整や地域住

民等との交流等の取組を評価するものである。 

② 総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該当する場合に算定する。 

ア 小規模多機能型居宅介護計画について、登録者の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化

を踏まえ、介護職員や看護職員等の多職種協働により、随時適切に見直しを行っているこ

と。 

イ 日常的に地域住民等との交流を図り、地域の行事や活動等に積極的に参加すること。 

（地域の行事や活動の例） 

・登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者に関する相談への対応 

・登録者が住み慣れた地域で生活を継続するために、当該地域における課題を掘り起し、地

域住民や市町村等とともに解決する取組（行政や地域包括支援センターが開催する地域で

の会議への参加、町内会や自治会の活動への参加、認知症や介護に関する研修の実施等） 

・登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登録者となじみの関係がある地域

住民や商店等との関わり、地域の行事への参加等） 

 

【厚生労働大臣が定める基準】大臣基準告示第56号 

イ 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門員、

看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、小規模多機能型居宅介護計画の見直しを

行っていること。 

ロ 利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図り、

利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加していること。 
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平成２7年４月改定関係Ｑ＆Ａ 

 

（問１55） 

総合マネジメント体制強化加算について、利用者の心身の状況等に応じて、随時、関係者（小

規模多機能型居宅介護の場合は、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者）

が共同して個別サービス計画の見直しを行うこととされているが、個別サービス計画の見直しに

当たり全ての職種が関わることが必要か。また、個別サービス計画の見直しが多職種協働により

行われたことを、どのように表せばよいか。 

 

（答） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介

護を提供する事業所は、日々変化し得る利用者の状態を確認しつつ、一体的なサービスを適時・

適切に提供することが求められている。これらの事業では、利用者の生活全般に着目し、日頃か

ら主治の医師や看護師、その他の従業者といった多様な主体との意思疎通を図ることが必要とな

り、通常の居宅サービスとは異なる「特有のコスト」を有しているため、総合マネジメント体制

強化加算により評価するものである。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介

護を提供する事業所における個別サービス計画の見直しは、多職種協働により行われるものであ

るが、その都度全ての職種が関わらなければならないものではなく、見直しの内容に応じて、適

切に関係者がかかわることで足りるものである。 

また、個別サービス計画の見直しに係る多職種協働は、必ずしもカンファレンスなどの会議の

場により行われる必要はなく、日常的な業務の中でのかかわりを通じて行われることも少なくな

い。通常の業務の中で、主治の医師や看護師、介護職員等の意見を把握し、これに基づき個別サ

ービス計画の見直しが行われていれば、本加算の算定要件を満たすものである。なお、加算の要

件を満たすことのみを目的として、新たに多職種協働の会議を設けたり書類を作成することは要

しない。 

 

 

（問157） 

 小規模多機能型居宅介護の総合マネジメント体制強化加算について、「地域における活動への

参加の機会が確保されている」こととあるが、具体的な取組内容や取組頻度についてどのように

考えればよいか。 

 

（答） 

 小規模多機能型居宅介護は、利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、

地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者の心身の状況、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて、サービスを提供することとしている。 

 「地域における活動」の具体的な取組内容については、指定地域密着型サービス基準の解釈通

知の５（７）イにおいて、「地域の行事や活動の例」をお示ししている。 

ただし、小規模多機能型居宅介護事業所が、事業所の所在する地域において一定の理解・評価

を得て、地域を支える事業所として存在感を高めていくために必要な取組は、地域の実情に応じ

て、様々なものが考えられるため、当該解釈通知に例示する以外の取組も該当し得る。 

 また、地域における活動は、一定の活動の頻度を定めて行う性格のものではなく、利用者が住
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み慣れた地域において生活を継続するために何が必要かということについて、常に問題意識をも

って取り組まれていれば、当該要件を満たすものである。 

 なお､地域における活動が行われていることは、そのため､サービス提供記録や業務日誌等、既

存の記録において確認できれば足りるものであり、加算要件を満たすことを目的として、新たに

資料を作成することは要しない。 
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6 指導（実地・集団）・監査について 

 平成３０年度より、居宅介護支援事業所に対する指導・監査は、市町村が実施することになりま

した。 

 

（１） 実地指導について 

 

実地指導とは、自治体の担当者が介護事業所を直接訪問し、書類の確認やヒアリングを基

に、事業者や事業所の運営及び報酬請求について確認することによって、制度の適正化と

よりよいケアの実現を図ることを目的とする。 

 

【根拠法令：介護保険法第２３条】（文書の提出等） 

市町村は、保険給付に関して必要があると認めるときは、当該保険給付を受ける者若し

くは当該保険給付に係る居宅サービス等（居宅サービス（これに相当するサービスを含む）、

地域密着型サービス（これに相当するサービスを含む）居宅介護支援（これに相当するサ

ービスを含む）、施設サービス、介護予防サービス（これに相当するサービスを含む）、

地域密着型介護予防サービス（これに相当するサービスを含む）若しくは介護予防支援（こ

れに相当するサービスを含む）をいう。以下同じ。）を担当する者若しくは保険給付に係

る第４５条第１項に規定する住宅改修を行なう者又はこれらの者であった者（第２４条の

２第１項において「照会等対象者」という。）に対し、文書その他の物件の提出若しくは

提示を求め、若しくは依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

 

 

 

※基準の遵守状況及び運営状況並びに報酬請求等を確認する。 

・一連のケアマネジメントプロセスの重要性について、事業者の理解を求める。 

・ヒアリングにより、生活支援のためのアセスメントとケアプランの作成等が適切に行われて

いるかを確認する。 

・各種加算等について、基本的な考え方や基準に定められた算定条件に基づいた運営及び請求

が適切に実施されているか、ヒアリングにより確認する。 

・ケアプランについて、基準省令、報酬の告示に基づく一連のケアマネジメントの流れに基づ

いたものであるか、外形的に確認する。 

 

※自己点検表について 

実地指導の際は、事前に人員、運営、報酬請求等に関する自己点検を行って頂きます。 

自己点検表は、実地指導時のみでなく、各事業所の運営及び報酬請求について定期的に確認

する際にもご活用ください。 

自己点検表の様式については、沖縄市ホームページに掲載しております。 

 

 ＜沖縄市ホームページ＞ 

 暮らしの情報→高齢者・介護→介護保険事業者向け情報→「実地指導に関する様式につい

て」 

 （地域密着型サービス事業所向けは、今後掲載予定） 
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（２） 集団指導について 

  

    集団指導は、指定事務の制度説明、介護保険法の趣旨、目的の周知及び理解の促進、介護

報酬請求に関わる過誤・不正防止を目的に、制度改正や介護給付等対象サービスの取扱い、

介護報酬請求の内容、実地指導等で把握された注意喚起が必要な事項等について、周知する

ために実施するもので、通常一定の場所に集めて講習等の方式により行う。 

 

 

（３） 監査について 

 

    監査は、不正請求や人員、設備、運営基準等の指定基準違反が認められる場合、またはそ

の疑いがあると認められる場合に実施する。 

 

【根拠法令：介護保険法第83 条第１項（居宅介護支援）】（報告等） 

市町村長は、必要があると認めるときは、指定居宅介護支援事業者若しくは指定居宅介護

支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項にお

いて「指定居宅介護支援事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の

提出若しくは提示を命じ、指定居宅介護支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者

若しくは指定居宅介護支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に

対して質問させ、若しくは当該指定居宅介護支援事業者の当該指定に係る事業所、事務所そ

の他指定居宅介護支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検

査させることができる。 

 

  ※介護予防支援の根拠法は、法第１１５条の27 第１項 

   地域密着型サービスの根拠法は、法第７８条の７第１項 

 

 

※ 監査の結果、指定基準違反が認められた場合は、以下の行政上の措置を行う。 

改善勧告 介護サービス事業者等に期限を定めて基準の遵守を勧告

し、報告を求める。従わなかった場合はその旨を公表す

る。 

○居第８３条の２第１項、第２項 

○予第１１５条の28第１項、第２項 

○地第７８条の９第１項、第２項 

改善命令 

 

介護サービス事業者等が正当な理由なく改善勧告に係る

措置を取らなかった場合は、期限を定めて措置を取るべ

きことを命令し、その旨を公示する。 

○居第８３条の２第3項、第4項 

○予第１１５条の28第3項、第4項 

○地第７８条の９第３項、第４項 

指定の取消等 改善命令に従わなかった場合は、聴聞や弁明の機会を付

与した後、期間を定めて指定の全部もしくは一部の効力

を停止、または指定を取り消し、その旨を公示する。 

○居第８4条 

○予第１１５条の29 

○地第７８条の１０ 

 

※なお、監査の結果、指定基準違反の程度が著しく悪質だと認められた場合は、改善勧告や改善

命令の手続きを経ずに指定の取消等を行う場合がある。 
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7．沖縄市ホームページの検索方法について 

 

 

①トップページより「暮らしの情報」に ②「高齢者・介護」をクリック 

カーソルを合わせる  

 

 

 

③ 「介護保険事業者向け情報」において、指定更新申請・変更届・加算届など各種の必

要書類および今後の介護保険改正にかかる情報等を順次掲載していきますので、ご確認よろ

しくお願いします。 
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長い間、お疲れ様でした。 

 

最後にもう一度。 

ソテツの妖精「キューナ」です。 

９月７日は、沖縄市民平和の日。 

 

お気をつけて、お帰り下さい。 


